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第 1 部 研究の背景・目的・方法 



























                                                        














第 2 章 研究のフレームワーク 
本研究では、企業内養成訓練の内容と効果を「どのような仕事や訓練を経験して、特定時
点でどの程度、重要な仕事を担当する人材に育成されているか」という視点で把握する。研










分析」、後者を「仕事評価」と呼ぶ。両者については、第 4 章で詳述する。 
また「訓練内容」は、OJT と Off-JT から構成され、それぞれ①どのような訓練を受けて
（訓練経験）、②どのような能力が備わったか（訓練効果）という観点から把握する。「訓練
経験」と「訓練効果」の分析方法については、第 5 章で詳述する。 
さらに、以上の「育成プロセス」と「育成の到達点」の基盤にある人事管理についても分
                                                        
3 「高等教育機関の教育」を前提としたのは、日本企業では基本的に大学などの高等教育機関の卒業者
が、本研究の対象とする基幹的な業務を担当する社員とされるからである。この研究対象となる社員の詳























 なお、研究のフレームワークを作成するにあたり、以下の 2 つの点に注意した。第一に、
企業内養成訓練の対象とする訓練期間をどの程度に設定するか、第二に「育成の到達点」を
キャリアのどの時点に設定するかである。 
第一の企業内養成訓練の期間については、つぎの 2 つの研究成果に基づき、就業 1 年目













第 3 章 調査の概要 















































                                                        





















という 3 つの因子によって、5 つのクラスター
に分類している（図表 I 1-3-2）。クラスター1 が























調査の概要は図表 I 1-3-3 のとおりであり、「就業 1 年目調査」「キャリア調査」「課長職調
査」から構成される。なお、各調査の調査票は、本論文の最後にまとめられている添付資料
を参照されたい。 

























あり、就業 3 年未満の者で入社 1 年目に人事部に配属された者を対象に聴き取り調査を行




とし、調査人数は日本 9 人、フランス 8 人である。後者は、就業 10 年目に人事部に勤めて







































○ ○ ○ × アンケート調査 就業10目に人事部に勤務 34人 17人









図表 I 1-3- 3 企業内養成訓練に関する調査の概要 
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第 4 章 仕事分析と仕事評価の方法 
 上述の「企業内養成訓練に関する調査」を構成する「就業 1 年目調査」、「初期キャリア調

















                                                        


































































                                                        
















































 「難易度（職群）」は、中央職業能力開発協会が示す、業種共通の 4 つのレベル区分10を参
考に作成した。同指標は「難易度」を、「定型的な事務作業」、「現状分析・企画業務」、「方






                                                        
10 業種共通の「レベル区分・キャリア形成例」の指標は、つぎのウェブサイトによる。 
https://www.hyouka.javada.or.jp/user/dn_standards_a9.html（2016 年 12 月 28 日） 























図表 I 1-4-5 難易度（職群）のレベルと評価基準 
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をレベル 1〜レベル 3 の 3 段階で評
価したものである11。各レベルの評
価基準12は図表 I 1-4-6 のとおりであ
り、レベル 1 からレベル 3 へと数字
が大きくなるにつれて難易度も上が
っていく。なお、各「業務」と「難易度（業務）」との対応関係は、本章の最後にまとめて





難易度をレベル 1〜レベル 3の 3段階
で評価したものである13。各レベルの
評価基準は図表 I 1-4-7 のとおりであ










                                                        
11 この評価にあたっては、日本の大企業で長年人事部長を勤めた経験をもつ A 氏から協力を得た。同氏
は、従業員数 8,500 人以上の民間の大企業に 26 年間勤め、採用から教育研修の企画・実施、処遇・評
価・昇進昇格制度などの人事制度の立案に至る、人事部内の様々な仕事を経験し、長年にわたって人事・
人材開発部部長を勤めた。 
12 各レベルに対応する役職は、日系大企業の A 氏の会社を想定して設定したものである。役職と年齢の

























を 3 段階14で、後者は 4 段階15で評価している。これらを参考にして、本研究では裁量度を
レベル 1～レベル 4 の 4 段階で評価する。各レベルの評価基準は図表 I 1-4-9 のとおりであ










を参考にした。裁量度はレベル 1～レベル 4 の 4 段階で構成され、評価基準は図表 I 1-4-10
のとおりである。なお、レベル 1 からレベル 4 へ数が大きくなるほど、裁量度は高くなる。 
                                                        
14 「上司や先輩などの指導のもとで、業務を遂行した」、「指導的立場で業務を遂行した」、「リーダーとし 
て、全体を統括・指揮した」の 3 段階である。 
15 「上司の指示・助言を踏まえて業務を遂行」、「グループやチームの中心メンバー」、「中小規模組織の責 




















図表 I 1-4-10 裁量度（作業）のレベルと評価基準 
14 
 




























 「初期キャリア調査」ではアンケート調査を実施する。同調査は、就業 10 年目に人事部
に勤めている者を対象に、1 年目、5 年目、10 年目に担当した「業務」と「裁量度」を尋ね
るものである。 
 調査対象者は図表 I 1-4-11 に示した「仕事分析表」16のなかから、①自分が 1 年目、5 年
目、10 年目の各年次で担当した「業務」を選び、②4 段階の「裁量度（業務）」基準を用い
                                                        






































































































































































































第 5 章 訓練経験と訓練効果の分析方法 
 「企業内養成訓練に関する調査」を構成する「就業 1 年目調査」、「初期キャリア調査」、
「課長職調査」では、図表 I 1-2-1 との関連で説明したように、各キャリア段階における訓















Katz（1955）は管理職に求められる能力として、Technical skill と Human skill、Conceptual 











































ョン力である。なお、両スキルを合わせたものが、Katz の Human skill に対応する。「コンセ



















図表 I 1-5-1 能力分類 
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第 6 章 本論文の構成 
 以上、本研究の背景と目的、調査方法と分析方法について述べてきた。続く第 I 編 第 2
部では、企業内養成訓練に関する既存研究を整理する。 
第 II 編は 2 部構成で、第 1 部で日本、第 2 部でフランスの企業内養成訓練の特徴を明ら









 第 III 編は 2 部構成で、第 1 部で日本、第 2 部でフランスの人事管理の特徴を明らかにす
る。第 1 部では、日本企業に対象とした「人事管理に関する調査」の調査結果を踏まえて、
社員区分制度と社員格付け制度、評価制度、賃金制度、教育制度、人事スタッフの採用・評
価・賃金・教育について分析し、日本型人事管理の特徴を明らかにする。第 2 部は 3 章から
なり、第 1 章でフランス企業を対象とした「人事管理に関する調査」の調査結果を踏まえて
人事制度を分析する。さらに第 2 章で、保険業 FG 社の個別事例について詳細に分析し、以
上の分析を踏まえて第 3 章で、フランス型人事管理の特徴を明らかにする。 







ており、その構成はつぎの通りである。第 I 編が日本、第 II 編がフランスの聴き取り調査の
事例集であり、各 4 部からなる。第 1 部が「就業 1 年目調査」、第 2 部が「キャリア調査」、
第 3 部が「課長職調査」、第 4 部が「人事管理に関する調査」の事例集である。第 III 編はこ
れまでに用いた調査票をまとめており、第 1 部が日本、第 2 部がフランスの聴き取り調査
で用いた調査票である。各部は 5 つの章からなり、第 1 章が「就業 1 年目調査」の調査票、
第 2 章が「キャリア調査」で用いた聴き取り調査の調査票、第 3 章が「課長職調査」の調査
票、第 4 章が「人事管理調査」の「一般調査」で用いた調査票、第 5 章が同調査の「徹底調
査」で用いた調査票である。第 3 部は「キャリア調査」で用いたアンケート形式の調査票に
ついて、第 1 章で日本語版、第 2 章でフランス語版を載せている。 
22 
 












第 1 章 企業内訓練の経営における重要性 
 経営学では、社員を人的資源すなわち投資対象となる経営資源と位置づけ、企業の競争力
は人材育成という投資によって高まると考えられてきた。経営戦略論の代表的な理論であ








































第 1 節 企業内養成訓練の企業内訓練における位置づけ 
次章で詳述するが、日本型人事管理の主要な構成要素について分析した森口（2013）や須
田ら（2015）は、新規学卒者の定期一括採用と、それに基づく内部人材育成を日本型人事管
理の重要な特徴として挙げている（森口 p.54: 須田 p.82）。日本では、専門スキルのない新
卒者の一括採用が人材調達の中心であるため、彼ら・彼女らの訓練が企業内訓練の中心的な
課題となることは明らかである。 
平成 28 年度の「能力開発基本調査」をみると、Off-JT は 74.0%の企業が実施しており、
そのうち最も実施率の高い研修は、新規採用者など初任層を対象とする研修であった























OJT と Off-JT からなり、OJT はメンター制度と職務経験の観点からみる。 
 
① 育成戦略 
まず、「訓練制度上」の育成期間をみると（図表 I 2-2-1）18、不明 1 社を除く 15 社で平均
6.9 年（標準偏差 3.7）19、「人事制度上」の育成期間は、不明 10 社を除く 6 社で平均 8.7 年
（標準偏差 1.2）であり、いずれの指標でみても訓練期間は約 7 年～9 年と長期にわたる。 
                                                        
17 2006 年 3 月から 2016 年 3 月までの 10 年間に掲載されたものであり、16 社の企業名、企業属性、出典
は図表のとおりである。業種の内訳はメーカー7 社、エネルギー業 4 社、卸売業 3 社、保険業 1 社、情
報・通信業 1 社となっており、ばらつきはあるものの主要な業種をほぼカバーしている。従業員規模で






ており、入社 8 年目に一律に 3 等級に昇進するとされるため、8 年目までを育成期間とした。②クボタの




企業名 三井物産 京セラ ニチレイ 富士フィルム 住友商事 大阪ガス JX日鉱日石開発
あいおいニッセイ
同和損害保険













































丸紅 NTTデータアイ コクヨ クボタ 西部ガス



















































等級から 3 等級には 1 号～3 号の号報
制がとられ、年に 1 号昇号する。学部卒
の新入社員は 1 等級 1 号に初任格付けされ、それ以降年 1 回昇号し、9 年目に担当職
3 級 3 号に昇号する（労務行政研究所（2006）pp.21-22, pp.25-27）。 
 
つぎに育成目標をみたい。図表 I 2-2-3 のとおり、各社の掲げる「育成目標」をもとに、
企業が求めるスキルを第 I編 第1部 第5章 第2節で示した能力定義に照らして分析した。 
同図表の「求めるスキル」をみると、不明 5 社を除く多くの企業がビジネススキル（11 社

























図表 I 2-2-2 三井物産の社員格付け制度 
三井物産 京セラ ニチレイ 富士フィルム 住友商事 大阪ガス JX日鉱日石開発
あいおいニッセイ
同和損害保険
訓練制度上 入社から9年間 入社から3年間 入社から3年間 入社から3年間 入社から10年間 入社から15年間 入社から5年間 入社から3年間






丸紅 NTTデータアイ コクヨ クボタ 西部ガス
訓練制度上 入社から10年間 不明 入社から5年間 入社から8年間 入社から10年間 入社から3年間 入社から10年間
学部卒は7年
院卒は5年










訓練内容は、いずれの企業も OJT を中心とし、Off-JT によって補完するとの方針をとっ
ている。そのうえで、OJT と Off-JT の特徴をみると以下になる。 
 
＜OJT＞ 
OJT については、その骨格は制度的 OJT とローテーションからみることができるので、
前者についてはメンター制度、後者については職務経験からみることとし、両者に関する基
本方針を分析する（図表 I 2-2-4）。 
まずメンター制度についてみると、不明 9 社を除く全社（7 社中 7 社）がメンター制度を
導入している。制度の対象年次を明記していない 1 社を除く全社（6 社中 6 社）が入社から
最低で 1 年間、最大で 3 年間、職場の先輩社員がメンターとなり、業務や会社生活について
サポートする体制を整えている。 
つぎに職務経験に関する方針をみると、不明 6 社を除くほとんどの企業（11 社中 10 社）
がローテーションに関する方針を設けている。このうち異動回数などについて明記してい
ない 3 社を除く全社（7 社中 7 社）が、10 年目までに 2～3 職場もしくは 2～3 業務経験さ
せるとの方針を立てている。 
すなわち新入社員は、1 年～3 年の間に職場の先輩がメンターとして指導を行う。その後
は幅広い業務経験を積むことを目的として、10 年目までに 2～3 回の配置転換が行われる。 
 







































○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
テクニカル
スキル
○ × × ○ ○ ○ ○
仕事の
仕方スキル































× × ○ ○
テクニカル
スキル
○ ○ ○ ○
仕事の
仕方スキル























I 2-2-5）。まず新入社員研修は、不明 7 社を除く全社（9 社中 9 社）が実施している。期間が
明らかになっている 4 社をみると、ほとんどの企業（4 社中 3 社）が 1 か月以上の長期にわ
たって研修を行う。つぎに内容について明記されている 4 社をみると、企業理解からビジネ
スマナー、業務関連の基礎知識に至るまで、職場配属までに最低限必要な知識を習得すると
している。それ以外の非管理職に対する階層別研修の数をみると、不明の 7 社を除く 9 社
で平均 3.7 回（標準偏差 1.7）研修が行われている。 
 
 












































































































図表 I 2-2-4 OJT 























































3 2 6 不明 不明 不明 不明 不明



































入社から 10 年間で 2~3 回の職務・職場間ローテーションが行われる。これにくわえて、⑤






















図表 I 2-2-6 日本型企業内養成訓練の特徴 
29 
 





第 1 節 資本主義の多様性からみる 
 まず「資本主義の多様性（Variety of Capitalism）」（以下、VoC）の観点から、企業内養
成訓練と人事管理の関係性をみたい。VoC は、雇用システムの多様性を制度的環境の観点
から説明する研究アプローチである。この分野の主要な研究である Marsden（2007）は、本
編 第 1 部 第 3 章で詳述したように、雇用システムの分類方法として、雇用契約の不完備
性に注目し、①どのように職務を設計するか、②労働者の職務範囲をどの程度特定するか、

















第 2 節 戦略的人的資源論からみる 






























































ーブを表す。両者の交点を原点に近い方から順に点 A、点 B とする。原点から点 A までが、
職務能力の低い社員を訓練によって育成し、生産性を上回る賃金を支払う「教育の時代」、






















め、OJT を中心とした従来の企業内養成訓練が機能不全に陥っている（木村（2003）p.209 ; 















第 5 章 既存研究の限界と、本研究で扱う研究課題 
以上の既存研究のレビューを踏まえると、既存研究では主に以下の点が明らかにされて
いる。第一に、日本の競争力の源泉に企業内訓練があり、企業内養成訓練がその中核にある。


























































第 1 部 日本の企業内養成訓練 
第 1 章 初期能力の特徴～「就業 1 年目調査」からみる 
 本章では日本における「就業 1 年目調査」の結果をまとめた事例集（附属資料 第 I 編 第






第 1 節 調査対象者の属性 
 調査対象者は日本企業の人事スタッフ 5 人である。対象者には、Js①～Js⑤の識別番号を
振っており、これは「日本の就業 1 年目調査」の調査対象者であることを示している。対象
者の調査時点の属性は図表 II 1-1-1 のとおりである。 
 「業種」は全員がメーカーであり、「従業員数」をみると全員が 900 人以上の大企業に勤
めている。就業年数は、1 年目が 1 人（Js①氏）、2 年目が 1 人（Js②氏）、3 年目が 3 人（Js
③氏、Js④氏、Js⑤氏）である。 
 





Js①氏 Js②氏 Js③氏 Js④氏 Js⑤氏
業種 メーカー メーカー メーカー メーカー メーカー
従業員数 1,140人 5,210人 5,672人 924人 1,178人
就業年数 1年目 2年目 3年目 3年目 3年目




 「学歴」からみると、全員が四年制大学の学士である。「専攻」は、法学が 2 人、国際総
合科学が 2 人、国際経営学が 1 人と、様々な学問領域にわたっている。さらにゼミのテーマ
をみると、国際私法や都市計画など、Js③氏の労働法以外に人事管理に直接関わる専攻の者
は見当たらない。ここから、日本の人事スタッフのほとんど（5 人中 4 人）20が、就職時点
で人事関連の知識が少ないといえる。 
 インターンシップなどの「実務経験」をみると、多くが（5 人中 3 人）行っていないうえ、













                                                        
20 本論文では、これ以降特別の断りのない限り、調査対象者の半数以上が該当する特徴を、日本の典型例
と解釈し、第 3 部の日仏比較に用いる。 
Js①氏 Js②氏 Js③氏 Js④氏 Js⑤氏
最終学歴 4年制大学 4年制大学 4年制大学 4年制大学 4年制大学
取得学位 学士 学士 学士 学士 学士
学問分野 法学 国際経営学 法学 国際総合科学 国際総合科学









図表 II 1-1- 2 高等教育機関での教育経験と仕事経験（日本） 
37 
 
第 3 節 1 年目の「仕事の重要度」 
 つぎに 1 年目に、どの程度
重要な仕事を担当したか
（「仕事の重要度」）をみる。
「仕事の重要度」は、第 I 編 




















                                                        






図表 II 1-1- 3 仕事評価の枠組み 





















難易度（職群） 「定型的な事務作業」レベル 「定型的な事務作業」レベル 「現状分析・企画業務」レベル 「定型的な事務作業」レベル









能を担当しているといえる。これらの分析を踏まえると、不明 1 人を除いて、1 機能が 1 人、
2 機能が 2 人、3 機能が 1 人であり、ほとんど（4 人中 3 人）が 2 機能以上の複数の機能を
担当している。 
















不明 1 人を除いて、全員がレベル 1 と、難易度の低い仕事を担当しているといえる。 
 以上から、日本の人事スタッフは 1 年目に、①2 つ程度の人事機能を担当範囲とし、②「難
易度（職群）」基準でいうと「定型的な事務作業」レベル、③「難易度（作業）」基準でいう
とレベル 1 の仕事を担当しているといえる。この典型例は Js②氏である。 
 
 1 年目の仕事内容（Js②氏） 
  Js②氏は就業 1年目から、下記の 3つの業務を行った。 
 ①労災関連の業務：管理職対象の研修の事務局を担った。 
②出向・異動の手続き業務：異動の発令、出向者の契約手続きなどを行った。 

















 人事部が留学生 2 人をインターンシップ生として受け入れるプロジェクトである。
プロジェクトの構成員は、Js②氏と先輩社員 2 人の 3 人である。週 1～2 回先輩とミ
ーティングを行い、先輩の指示・指導のもと、インターンシップの内容を企画し、留





















                                                        





 以上の事例を図表 II 1-1-5 のとおり整理すると、全員が上司が企画した計画に沿って、プ
ロジェクトの実務を担当しているうえ、全員が上司や先輩の指示のもと仕事を遂行してい
る。このことから「裁量度（作業）」はレベル 1 と考えられる。 
 











































































図表 II 1-1- 5 1 年目の「裁量度」（日本） 
事例① 事例② 事例③ 事例④ 事例⑤ 事例⑥ 事例⑦ 事例⑧ 事例⑨ 事例⑩























































































図表 II 1-1- 6  1 年目に求められる能力（日本） 
41 
 


























































ベル 1 である。 












































 本章の構成はつぎのとおりである。第一に日本の人事スタッフ 9 人への聴き取り調査の


















年数」は「通算」で 5 年が 2 人、6 年～12 年が 7 人とばらつきはあるが、全員が「人事」の












業種 従業員数 通算 人事
Jc①氏 保険業 69,620人 11年目 5年目
Jc②氏 保険業 15,580人 5年目 5年目
Jc③氏 化学メーカー 6,052人 5年目 5年目
Jc④氏 総合商社 5,213人 11年目 11年目
Jc⑤氏 小売業 3,381人 12年目 12年目
Jc⑥氏 小売業 553人 9年目 6年目
Jc⑦氏 精密機器メーカー 5,335人 6年目 6年目
Jc⑧氏 自動車メーカー 24,240人 8年目 8年目
Jc⑨氏 電気メーカー 33,665人 11年目 11年目
所属 就業年数




れらの調査結果は図表 II 1-2-2 のとおりである。 
  
 まず「最終学歴」をみると、9 人全員が四年制大学の学士を修了している。「専攻」は、経
営学・商学・経済学が 6 人にとどまるうえ、人事管理関連のゼミに所属していたものは 3 人
（Jc⑤氏、Jc⑦氏、Jc⑧氏）と少ない。 
 つぎに「現在の仕事に役立っている教育経験」をみる。不明 1 人、特に役立つ経験はなか















Jc①氏 Jc②氏 Jc③氏 Jc④氏 Jc⑤氏 Jc⑥氏 Jc⑦氏 Jc⑧氏 Jc⑨氏
最終学歴 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学 4年生大学













































































































容」から、後者は「内容」と「効果」からなる（図表 II 1-2-3）。 
 
 まず「インターンシップ」経験をみると、多くの人（9 人中 6 人）が経験していない。し
かもインターンシップを行った Jc②氏、Jc③氏、Jc⑨氏の 3 人をみると、「業種」はバスケ
ットチームやメーカーと異なるものの、「期間」はいずれも 1 週間から 2 週間と比較的短期
間にとどまっている。その「内容」も、観戦チケットの整理（Jc②氏）や、営業の付き添い
（Jc⑨氏）など定型業務である。 
 「現在の仕事に役立っている経験」について、「内容」をみると、不明 2 人、特になし 1
人を除いて、3 人が部活、3 人がアルバイトでの経験を挙げている。「効果」をみると、Jc③
氏と Jc⑨氏が 2 つの能力の習得を挙げているため、「効果」の欄には計 8 つの能力が挙げら
れている。この 8 つの能力の内訳をみると、企画力や社会人としての行動といったビジネス


































































































なし なし なし なし なし





















をみる。図表 II 1-2-4 は、人事部への配属を希望したものを○、希望していなかったものを
×で表している。 
 1 年目から人事部に配属された者は 7 人、4 年目が 1 人（Jc⑥氏）、7 年目が 1 人（Jc①氏）
である。配属当時の人事部への配属希望有無をみると、3 人が希望、2 人が第二希望、3 人
が非希望であり、相対的にみて人事部への関心が高いとはいえない。 
 
第 3 節 1 年目～10 年目の「仕事の重要度」 




まず、調査対象者の 1 年目～10 年目の仕事内容を図表 II 1-2-5 のとおり整理した。以下で
は、これをもとに「仕事の幅」、「難易度」、「裁量度」を分析する。 
  
Jc①氏 Jc②氏 Jc③氏 Jc④氏 Jc⑤氏 Jc⑥氏 Jc⑦氏 Jc⑧氏 Jc⑨氏
配属年次 7年目 1年目 1年目 1年目 1年目 4年目 1年目 1年目 1年目
希望有無 × ○ 第二希望 × ○ × ○ ○ 第二希望























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































のみで、ほとんどが（9 人中 7 人）就職から一貫して人事部に勤めている。なお、Jc①氏と
Jc⑥氏は 3～6 年と比較的長期にわたって営業を経験したのち、人事部へ配属されている。 
つぎに 1 年目・5 年目・10 年目にいくつの人事機能を担当しているかを見るため、各年次
の担当機能数を図表 II 1-2-7 にまとめた。 
 
同図表の各年次の平均担当機能数をみると、1 年目が 1.3 機能、5 年目が 2.6 機能、10 年
目が 2.5 機能である。つまり 1 年目から 5 年目にかけては、1.3 機能から 2.6 機能と 1.3 機能
増えるが、5 年目から 10 年目にかけては 2.6 機能から 2.5 機能と停滞する。たとえば、Jc④
氏は 1 年目には 1 機能（賃金管理）、5 年目には 3 機能（採用、賃金管理、福利厚生）、10 年
目には 3 機能（労働時間、福利厚生、人事情報システム）を担当している。 





1年目 1 1 1 1 1 2 2 1.3 0.5
5年目 2 1 3 2 4 1 4 4 2.6 1.3
10年目 3 3 3 1 2.5 1.0
図表 II 1-2-7 各年次での担当機能数（日本） 






































































機能数は 1 年目には平均 1.3 機能、5 年目には平均 2.6 機能、10 年目には平均 2.5 機能であ




図表 II 1-2-5 に記された仕事内容を「難易度（職群）」基準に照らして評価する。この結果




点）、10 年目には「方針策定」レベル（3.0 点）で仕事をしている。つまり 1 年目から 10 年









                                                        
23 「定型的な事務作業」レベルを 1 点、「定型的な事務作業」レベル～「現状分析・企画業務」レベルを
1.5 点、「現状分析・企画業務」レベルを 2 点、「現状分析・企画業務」レベル～「方針策定」レベルを 2.5
点、「方針策定」レベルを 3 点、「方針策定」レベル～「機能責任」レベルを 3.5 点、「機能責任」レベル
を 4 点として、平均値と標準偏差を算出した。 

























































































 5 年目の仕事の「難易度（職群）」（Jc③氏） 
4 年目、5 年目に入社フォロー研修と、2 年目研修、ステップアップ研修という 3 つ
の研修の企画から運営までを担当した。 
 
 10 年目の仕事の「難易度（職群）」（Jc⑨氏） 







度（作業）」を図表 II 1-2-924にまとめた。 



































































































































図表 II 1-2-9  1 年目〜10 年目に行った最も重要な「作業」と「難易度（作業）」（日本） 
51 
 
 同図表を踏まえて、各年次の「難易度（作業）」を図表 II 1-2-10 にまとめた2526。 
 
 同図表から、各年次の平均の「難易度（作業）」は、1 年目がレベル 1（1.3 点）、5 年目が
レベル 1〜2（1.5 点）、10 年目がレベル 2（2.1 点）であり、1 年目から 10 年目までにかけ
て、「難易度（作業）」は段階的に高まっていくが、とくにその傾向は 5 年目から 10 年目ま
での後半で顕著といえる。 
 たとえば Jc②氏は、1 年目に業界共通テストの運営（レベル 1 相当）を行い、5 年目に障
害のある社員への個別の教育を行っている（レベル 1～2 相当）。また 10 年目をみると、Jc
④氏は、イントラネットの改定（レベル 2 相当）を担当している。 
 
③ 「裁量度」 
 つぎに図表 II 1-2-5 に記した仕事内容における「裁量度」を整理した（図表 II 1-2-11）。 
  












25 レベル 1＝1 点、レベル 1～2＝1.5 点、レベル 2＝2 点、レベル 2~3＝2.5 点、レベル 3＝3 点とし、平均
値と標準偏差を算出した。 
26 仕事配分の関係で、たまたま当該年次に簡単な仕事をしている場合もあるため、このような場合に限っ
て、例外的にそれ以前の最も高い「難易度（作業）」の値を記している。具体的には Jc①氏と Jc⑤氏の 10
年目の「難易度（作業）」について、前者は 9 年目、Jc⑤氏は 6 年目の仕事の「難易度（作業）」を用い
た。 





1年目 レベル１ レベル１ レベル２ レベル１ レベル１ レベル２ レベル１ 1.3 0.5
5年目 レベル１−２ レベル１−２ レベル１−２ 不明 レベル１−２ レベル１−２ レベル２ レベル１ 1.5 0.3
10年目 レベル２−３ レベル２ レベル２ レベル２ 2.1 0.3




同図表をもとに、「裁量度（作業）」基準を用いて、1 年目、5 年目、10 年目の「裁量度




                                                        
27 レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点、レベル 4＝4 点とし、平均値と標準偏差を算出し
た。 





1年目 不明 レベル１ レベル２ 不明 レベル１ 不明 レベル１ レベル１ レベル１ 1.2 0.8
5年目 不明 レベル１ レベル２ 不明 レベル２ レベル１ レベル３ レベル２ レベル２ 1.9 0.7
10年目 レベル３ レベル４ レベル３ レベル３ 3.3 0.5
図表 II 1-2-12  1 年目～10 年目の「裁量度（作業）」 




























































































点）。つまり 1 年目から 10 年目までにかけて、「裁量度（作業）」は段階的に高まっていく
が、とくにその傾向は 5 年目から 10 年目までの後半で顕著である。この典型例として、Jc
②氏と Jc①氏の例を挙げる。 
 
 1 年目～5 年目の「裁量度」（Jc②氏） 
1 年目は先輩社員の指示のもと、主に①業界共通テストの運営、②新卒採用の応募
者管理、③面接日の設定、④通信講座管理を行なった。 






 10 年目の「裁量度」（Jc⑨氏） 





 転職経験についてみると、日本の人事スタッフは全員が、1 年目から調査時点（2013 年）
まで一貫して同じ企業に勤めており、転職経験のあるものはいない。したがって、日本の人
事スタッフは同一企業内で 10 年目までの仕事経験を積むといえる。 
 
第 4 節 1 年目～10 年目の「訓練内容」 





効果の具体的な内容を、後者は第 I 編 第 1 部 第 5 章で示した 6 つの能力タイプに照らして
分類する。 






図表 II 1-2-13 に示す通り、1 年目～5 年目については、Jc⑥氏を除く 8 人が 17 の OJT 経
験を挙げている。そこで以下では、1 つの OJT 経験を 1 事例として、計 17 事例（OJT①～
⑰）について分析する28。 




OJT① OJT② OJT③ OJT④ OJT⑤
Jc①氏 Jc②氏 Jc②氏 Jc②氏 Jc③氏


























能力 ヒューマンスキル ビジネススキル テクニカルスキル ヒューマンスキル ビジネススキル
OJT⑥ OJT⑦ OJT⑧ OJT⑨ OJT⑩
Jc③氏 Jc③氏 Jc④氏 Jc⑤氏 Jc⑤氏



























能力 ビジネススキル マネジメント ビジネススキル 仕事の仕方スキル ビジネススキル
OJT⑪ OJT⑫ OJT⑬ OJT⑭ OJT⑮
Jc⑦氏 Jc⑦氏 Jc⑦氏 Jc⑧氏 Jc⑧氏


































































図表 II 1-2-13 就業 1 年目〜5 年目の OJT 経験（日本） 
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まず「教育者」をみると、不明 1 人（Jc⑥氏）を除いた多くの人（8 人中 6 人）が、上司
や先輩から指導を受ける（9 事例）とともに、ほとんどの人（8 人中 7 人）が他者の指導な
しに、仕事を通して自ら学んでいる（8 事例）。以下では「教育者」別に「訓練効果」をみ
る。 
まず上司や先輩の指導による OJT 経験（8 人中 6 人、9 事例）についてみると、メールの




 つぎに自ら学んだ OJT 経験（8 人中 7 人、8 事例）についてみると、主に企画力などのビ
ジネススキルを習得している（8 事例中 4 事例）。このほか、ヒューマンスキル（2 事例）や
マネジメントスキル（1 事例）、仕事の仕方スキル（1 事例）を習得するものも一部いる。 
















 1 年目～5 年目の OJT：自身によるビジネススキルの習得（Jc⑤氏） 
 1 年目から 5 年目まで給与計算の実務を経験したことで、予算を考えて人事施策を
企画することができ、企画力がついた。 
 
つぎに 6 年目～10 年目の OJT をみる。不明の Jc⑥氏を除いて、ほぼ全員（5 人中 4 人29）
が何らかの OJT 経験があり、図表 II 1-2-14 には Jc①氏、Jc④氏、Jc⑤氏、Jc⑨氏 4 人による
4 つの OJT 経験（OJT①〜④）が掲載されている。以下では、この 4 事例について分析する。 
                                                        




 「教育者」をみると、OJT 経験のあるもののほとんど（4 人中 3 人）が、上司からの教育
を受けている。なお、自身で学びとった OJT 経験を挙げる者は一部である（1 人、OJT④）。 
これらの OJT 経験の「訓練効果」をみると、主にビジネススキル（2 事例）の習得が挙げ
られ、仕事の仕方スキル（1 事例）やテクニカルスキル（1 事例）、コンセプチュアルスキル
（1 事例）の習得は一部である。ただし 6～10 年目のビジネススキルと、仕事の仕方スキル
は、前述の 1～5 年目で得られた「能力」よりも高度なものと考えられる。 















以上から日本の人事スタッフの OJT 経験として、つぎの特徴が指摘できる。①1 年目〜5
年目には、先輩や上司の指導により、ビジネススキルと仕事の仕方スキルを習得する。②こ
OJT① OJT② OJT③ OJT④
Jc①氏 Jc④氏 Jc⑤氏 Jc⑨氏















































は本論文の 6 つの能力分類に照らして養成された「能力」の種類を示す。 




 1 年目～5 年目の Off-JT は図表 II 1-2-15 のとおりであり、不明の Jc④氏と Jc⑤氏を除く、
7 人による 15 の Off-JT 経験（Off-JT①〜⑮）がまとめられている。同図表をみると全員（7
人）が何らかの研修を受けている（15 事例）。 
  
                                                        





まず「研修形態」をみると階層別研修（7 人中 5 人、7 事例）と専門研修（4 人、6 事例）
が中心であり、選択型の研修は一部である（1 人、2 事例）。以下では、主要な階層別研修
Off-JT① Off-JT② Off-JT③ Off-JT④
Jc①氏 Jc②氏 Jc②氏 Jc②氏



























Off-JT⑤ Off-JT⑥ Off-JT⑦ Off-JT⑧
Jc③氏 Jc⑥氏 Jc⑥氏 Jc⑥氏



















能力 不明 ビジネススキル ビジネススキル テクニカルスキル
Off-JT⑨ Off-JT⑩ Off-JT⑪ Off-JT⑫
Jc⑦氏 Jc⑦氏 Jc⑦氏 Jc⑦氏
























能力 仕事の仕方スキル ビジネススキル テクニカルスキル ビジネススキル
Off-JT⑬ Off-JT⑭ Off-JT⑮
Jc⑧氏 Jc⑨氏 Jc⑨氏





























































まず階層別研修（7 人中 5 人、7 事例）について「期間」をみると、1 カ月～3 カ月と長期







事例32中 6 事例）。 
つぎに専門研修（7 人中 4 人、6 事例）について、「期間」をみると不明 1 事例（Off-JT⑨）
を除き、15 日〜1 年と長期に及ぶもの（3 事例、Off-JT⑨⑪⑬）と、2 日間と短期のもの（5
事例中 2 事例、Off-JT⑭⑮）がある。その「訓練効果」をみると、人事管理の基礎知識とい
ったテクニカルスキル（6 事例中 3 事例、Off-JT⑧⑪⑭）と、自社の人事制度や人事上の課
題といった社内で人事業務を行う上で必要な基礎知識である仕事の仕方スキル（3 事例、Off-
JT⑨⑬⑮）を習得している。 
 以上から、1 年目～5 年目の Off-JT の特徴としてつぎのことが指摘できる。①階層別研修









を 2 日間受け、問題解決力を向上させた。 





 つぎに 6 年目～10 年目の Off-JT 経験をみる（図表 II 1-2-16）。なお、Jc②氏、Jc③氏は就
                                                        
31 不明の 1 事例（Off-JT①）を除いて分析した。 
32 不明の 1 事例（Off-JT①）を除いて分析した。 
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業 5 年、Jc⑦氏は就業 6 年目の初めに調査を行ったため、この 3 人を除いた計 6 人による、
7 つの Off-JT 経験が挙げられている。以下ではこれら 7 事例（Off-JT①〜⑧）について分析
する。 
 
 まず指摘したいのは、6 年目～10 年目にかけても、不明 1 人（Jc⑤氏）を除いて、全員が
（5 人中 5 人）何らかの研修を受講していることである。 
「研修形態」は、専門研修（5 人中 2 人、7 事例中 3 事例、Off-JT①②③）、階層別研修（2
人、2 事例、Off-JT④⑥）、選抜型研修（2 人、2 事例、Off-JT⑤⑦）からなる。以下では、「研
修形態」別に「期間」と「訓練効果」をみる。 






Off-JT① Off-JT② Off-JT③ Off-JT④
Jc①氏 Jc④氏 Jc④氏 Jc⑥氏




































































図表 II 1-2-16 就業 6 年目～10 年目の Off-JT 経験（日本） 
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 すなわち日本の人事スタッフは、①6 年目～10 年目にかけても専門研修と階層別研修を
引き続き受講するとともに、選抜型研修も受講する。②専門研修では応用的なテクニカルス
キルを、階層別研修ではマネジメントスキルやヒューマンスキルを、選抜型研修では応用的
なビジネススキルを習得する。この典型例は Jc④氏と Jc⑨氏である。 
 
 6 年目～10 年目の Off-JT：テクニカルスキルの習得（Jc④氏） 











 以上から、日本の人事スタッフの Off-JT の特徴として、つぎのことが指摘できる。1 年目
















 なお、アンケート調査の対象者は就業 10 年目
に人事部に所属している人事スタッフとした。





















 こうした特徴をアンケート調査の結果で確認したのが、図表 II 1-2-19 である。「最終学歴」
は、「学士」がほとんどであり（84.8%）、「専攻」も、経営学・経済学が 41.2%であるうえ、






















































② 1 年目～10 年目の「仕事の重要度」 










1 年目～5 年目にかけて拡大するが、5 年目以降は拡大テンポが停滞する。 
 つぎに「難易度」をみる。まず「難易度（職務）」基準でみると、1 年目には「定型的な事
務作業」レベル（1.2 点）、5 年目には「定型的な事務作業」レベル～「現状分析・企画業務」
レベル（1.6 点）、10 年目には「方針策定」レベル（3.0 点）の仕事を担当する。これを「難
易度（作業）」基準でみると、1 年目にレベル 1（1.3 点）、5 年目にレベル 1〜2（1.5 点）、10
年目にレベル 2（2.1 点）の仕事を担当する。このことから、いずれの指標でも「難易度」
は、一貫して上昇するものの、1 年目から 5 年目にかけては低いレベルに留まり、5 年目か



































図表 II 1-2-19 教育経験アンケート結果（日本） 
1年目 5年目 10年目
1.3 2.6 2.5
（職群） 1.2 1.6 3.0
(作業） 1.3 1.5 2.1










図表 II 1-2-20 「仕事の重要度」の特徴（日本） 
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ようになり（1.9 点）、10 年目には部下の指導やとりまとめを行うようになる（3.3 点）。こ
のことから、1 年目から 10 年目までにかけて、「裁量度（作業）」は段階的に高まるが、1 年
目から 5 年目にかけては低いレベルに留まり、5 年目から 10 年目にかけて高度化するとい
える。 
以上から、「仕事の重要度」の重要な特徴として、「仕事の幅」は 1 年目から 5 年目にかけ









を見るために、1 年目、5 年目、10 年目の担当機能数の構成と平均値、標準偏差を算出した
（図表 II 1-2-21）。各年次の平均担当機能数をみると、1 年目が 2.6 機能、5 年目が 3.3 機能、









おりである。平均値をみると、1 年目が 1.4、5 年目が 1.5、10 年目が 1.6 である。この結果
は聴き取り調査の結果を若干下回るものであるが、1 年目から 10 年目にかけて一貫して「難
易度」は段階的に高まるという点では、聴き取り調査の結果を支持している。 
 「裁量度」は、第 I 編 第 1 部 第 4 章で述べたように、「裁量度（業務）」基準を用いて評
価する。各年次の裁量度の分布と平均値、標準偏差は図表 II 1-2-2337のとおりである。構成
をみると、1 年目は 1 点以上が 94.1%、5 年目は 1.5 点以上が 65.2%、10 年目は 2.5 点と 3.5
点以上合わせて 60.7％を占めている。平均値を見ると、1 年目は 1.1、5 年目は 1.7、10 年目
                                                        
35 なお、他に比べて極端に高い数値は異常値として扱った。 
36 「難易度（業務）」は、レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点とし、回答者が選択した業務
の「難易度」の和を、担当した「業務」の数で割って算出した。 
37 「裁量度（業務）」は、レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点、レベル 4＝4 点とし、回答者
が選択した全業務の「裁量度」の和を、担当した「業務」の数で割って算出した。 
1～2機能 3～5機能 6機能以上 全体
1年目（n=17) 58.8 41.2 0.0 100.0 2.6 1.3
5年目(n=23) 43.5 47.8 8.7 100.0 3.3 1.6






図表 II 1-2-21 「仕事の幅」アンケート結果（日本） 
1点以上 1.5点以上 2.5点以上 全体
1年目（n=17) 64.7 29.4 5.9 100.0 1.4 0.4
5年目(n=23) 39.1 56.5 4.3 100.0 1.5 0.4
10年目（n=28) 42.9 53.6 3.6 100.0 1.6 0.5
難易度の構成（％）
平均値（点） 標準偏差（点）















 以上の聴き取り調査とアンケート調査の結果から、1 年目～10 年目の「仕事の重要度」の
特徴として、10 年間の前半は「仕事の幅」の拡大が著しいのに対し、後半は「仕事の深さ」
すなわち「難易度」と「裁量度」の高度化が進むといえる。これを聴き取り調査の結果を用
いて具体的にみると、①1 年目は平均 1.3 機能担当し、担当職レベルで、「定型的な事務作
業」レベルの「難易度」の仕事を、上司や先輩の指示のもと行う。②5 年目には平均 2.6 機
能担当し、担当職～係長層レベルで、「定型的な事務作業」から「現状分析・企画業務」レ

















                                                        











図表 II 1-2-24 OJT の特徴（日本） 
1点以上 1.5点以上 2.5点以上 3.5点以上 全体
1年目（n=17) 94.1 5.9 0.0 0.0 100.0 1.1 0.2
5年目(n=23) 30.4 65.2 4.3 0.0 100.0 1.7 0.5
10年目（n=28) 10.7 28.6 50.0 10.7 100.0 2.6 0.8
平均値（点） 標準偏差（点）
裁量度の構成（％）
図表 II 1-2-23 「裁量度（業務）」アンケート結果（日本） 
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6 年目~10 年目の間で、最も仕事に役立った OJT 経験について、「誰から指導を受け（「教育
者」）、どのような効果があったか（「訓練効果」）」を尋ねている39。調査結果は図表 II 1-2-25
のとおりであり、左側が 1 年目～5 年目の OJT 経験、右側が 6 年目～10 年目の OJT 経験の
調査結果である。 
 




仕事の仕方スキル 72.8％、テクニカルスキル 69.7％、ビジネスキル 51.5％、ヒューマンスキ
ル 21.2％、マネジメントスキル 6％、その他 18.2%である。この結果は、1 年目〜5 年目には
                                                        














基礎的な専門能力 48.5% 基礎的な専門能力 16.1%
応用的な専門能力 21.2% 応用的な専門能力 35.5%
基礎的ビジネススキル 33.3% 基礎的ビジネススキル 9.7%
応用的ビジネススキル 15.2% 応用的ビジネススキル 32.3%







企業理解 15.2% 企業理解 9.7%
指導力 3.0% 指導力 16.1%







働く意識 12.1% 働く意識 16.1%























































58.1％、テクニカルスキル 51.6％、ビジネススキル 45.2％、マネジメントスキル 38.7％、ヒ





















6 年目~10 年目の間で、最も仕事に役立った Off-JT 経験について、「どのような研修を通し
て（「研修方法」）、どのような効果があったか（「訓練効果」）」を尋ねている41。調査結果は
図表 II 1-2-27 のとおりであり、左側が 1 年目～5 年目、右側が 6 年目～10 年目の調査結果
である。 
 





   短期のビジネススキル研修
○ビジネススキルの習得
●専門研修：人事管理全般の理論や、
































基礎的な専門能力 53.6% 基礎的な専門能力 21.7%
応用的な専門能力 10.7% 応用的な専門能力 30.4%
基礎的ビジネススキル 25.0% 基礎的ビジネススキル 8.7%
応用的ビジネススキル 7.1% 応用的ビジネススキル 26.1%







企業理解 10.7% 企業理解 13.0%
指導力 3.6% 指導力 4.3%







働く意識 - 働く意識 -








































図表 II 1-2-27 Off-JT アンケート結果（日本） 
69 
 
第 3 章 課長職の「仕事の重要度」〜「課長職調査」からみる 
第 I 編 第 1 部 第 2 章で述べたように、本論文では、課長職を企業内養成訓練によって養
成された最終的な人材像と捉えており、課長職の「仕事の重要度」から、企業内養成訓練の
「育成の到達点」を評価したい。そのために本章では、日本における「課長職調査」の結果




第 1 節 調査対象者の属性 
 調査対象者は日本企業の人事課長 6 人である。対象者には、Jm①～Jm⑥の識別番号を振
っており、これは「日本の課長職調査」の調査対象者であることを示している。対象者の調
査時点の属性は図表 II 1-3-1 のとおりである。 
 
 まず「就業年数」をみると、最短で 17 年（Jm②氏）、最長で 30 年（Jm④氏）である。つ
ぎに「所属企業」の属性をみると、「産業」はメーカー3 人、小売業 2 人、保険業 1 人と主
要な産業をカバーしており、「従業員数」から全員が 1,000 人以上の大企業に勤めていると
いえる。「部下の人数」は、最低 3 人（Jm③氏）、最高 10 人（Jm②氏）である。 
 






事課長になるまでに担当した主な人事機能」））をみる（図表 II 1-3-2）。 
Jm①氏 Jm②氏 Jm③氏 Jm④氏 Jm⑤氏 Jm⑥氏
20年目 17年目 25年目 30年目 21年目 24年目
産業 保険業 メーカー メーカー メーカー 小売業 小売業
従業員数 1,3000人 1,140人 5,672人 5,210人 84,760人 2,800人








 まず「昇進年次」をみると、平均 17.5 年目（標準偏差 4.1）に管理職に昇進している。 
 つぎに人事課長までの仕事経験として「転職経験」をみると、転職経験 1 回とする Jm②
氏を除いて、ほとんどが（6 人中 5 人）新卒として入社した企業に一貫して勤めている。 
 「他職種の経験」をみると、他職種の経験がなく、一貫して人事部に勤めた者は 2 人（Jm
②氏、Jm④氏）のみで、営業や経理といった他職種を経験した者が多い。ただし「人事部に
配属された年」をみると、営業・経理経験者のうちほとんどが（4 人中 3 人）10 年目までに





 まず「人事課長になるまでの人事経験年数」をみると、「人事一貫型」では平均 14.8 年（標
準偏差 5.9）と長期にわたる人事経験を経て、人事課長に昇進しているのに対して、「他職種
経験型」の Jc①氏は 3 年と短期間で人事課長になっている。つぎに「人事課長になるまでに
担当した主な人事機能」をみると、「人事一貫型」では平均 6.8 機能（標準偏差 2.6）と 14 あ
る人事機能の約半数を経験しているのに対し、「他職種経験型」の Jc①氏は 1 機能のみと少
ない。 





Jm①氏 Jm②氏 Jm③氏 Jm④氏 Jm⑤氏 Jm⑥氏
17年目 17年目 25年目 18年目 13年目 15年目
なし 1回 なし なし なし なし
営業 なし 総務 なし 営業 総務、営業
人事部に配属された年 13年目 1年目 3年目 1年目 7年目 2年目
人事課長になるまでの
人事経験年数
























































型」の場合は、人事課長昇進までに平均 14.8 年と長期にわたって人事部に勤め、平均 6.8 機
能と約半数の人事機能を経験する。④後者の「他職種経験型」の場合は、人事課長昇進まで
の人事経験は 3 年と短く、経験機能数も 1 機能と少ない。 









 保険会社に新卒で就職し、営業職を 13 年間勤めた。その後、人事部に異動し、教
育研修を 3 年間担当したのち、入社 17 年目に採用機能を担当する人事課長に昇進し
た。 
 












 まず、「仕事の幅」を担当する機能数でみると、図表 II 1-3-3 に示すように、2 機能が 5 人、































































 事業部間の大規模な人事異動プロジェクトである。これまでに約 600 人の異動を行
った。同プロジェクトは、社長、常務 2 人、事業部長 2 人、同氏、同氏の部下 2 人、
人事部監査役 1 人、教育担当者 5 人の計 14 人から構成される。 






















部長、本社の人事スタッフ 1 人、同氏を含めた関西エリアの基幹店 4 店舗の人事課長




















る」（レベル 2〜3）と同等と考えられる。以上から、人事課長の多くが（6 人中 4 人）レベ
ル 2〜3 の「難易度（作業）」の仕事を担当しているといえる。 
 つぎに「裁量度」をみると、Jm⑥氏を除くほとんどが（6 人中 5 人）、プロジェクトを立
案し、メンバーに業務を配分し、進捗管理を行っている。したがって、人事課長は、リーダ





















































































































るか（「目標設定方法」）をみた（図表 II 1-3-5）。 
 
同図表から、「評価方法」をみると全員が目標管理制度を用いている。「目標設定方法」を







年目）の S1 職の社員である。同社の S 職社員は方針達成契約書という目標管理のた
めの書類を年 1 回期首に作成している。S1 社員については、Jm⑤氏はつぎの 2 点を







Jm①氏 Jm②氏 Jm③氏 Jm④氏 Jm⑤氏 Jm⑥氏



































図表 II 1-3-6 から、特定業務の管理・運営を一任し、必要に応じて指導するものが多い（6








































図表 II 1-3-6 部下の育成方法（日本） 
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第 4 節 課長職の「訓練内容」 
 本節では、課長職として仕事をするうえで役立っている「訓練内容」（OJT、Off-JT）につ
いて分析する。なお、分析の方法は前章の第 II 編 第 1 部 第 2 章 第 4 節と同じである。 
 
① OJT 
 まず図表 II 1-3-7 の「教育者」をみると、上司を挙げたものは 1 人（1 事例、OJT①）のみ









OJT① OJT② OJT③ OJT④ OJT⑤
Jm①氏 Jm①氏 Jm②氏 Jm②氏 Jm③氏




























OJT⑥ OJT⑦ OJT⑧ OJT⑨ OJT⑩
Jm④氏 Jm④氏 Jm⑤氏 Jm⑤氏 Jm⑥氏











































図表 II 1-3-7 課長職の OJT 経験（日本） 
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 図表 II 1-3-8 をみると、研修を受けているのは Jm②氏と Jm⑥氏 2 人と少ないうえ、その
「訓練効果」は限定的である。両氏の Off-JT 経験はつぎのとおりである。 









 以上から、日本の課長職は Off-JT による訓練はほとんどなく、あったとしても短期の管
理者教育にとどまるうえ、その課長業務への効果は限定的である。 
 
第 5 節 まとめ 
以上、①人事課長に就任するまでの仕事経験、②人事課長の「仕事の重要度」、③人事課
長の業務に役立っている「訓練内容」を分析した。日本の人事課長の特徴は、つぎのとおり























でに平均 14.8 年と長期にわたって人事部に勤め、平均 6.8 機能と約半数の人事機能を経験
する。④後者の「他職種経験型」の場合は、人事課長昇進までの人事経験は 3 年と短く、経
験機能数も 1 機能と少ない。 
課長職の「仕事の重要度」の特徴は以下である。⑤本社人事であれば 2 機能、事業所人事
















第 4 章 日本型企業内養成訓練の特徴 




第 1 節 各キャリア段階の「仕事の重要度」と「訓練内容」の特徴 
① 就職以前 
人事スタッフの最終学歴は学士で、人事について専門的に学んでいないうえ、インターン
シップの経験もほとんどない。【就業 1 年目調査・初期キャリア調査】。 
したがって初期能力をみると、就業 1 年目から求められる人事のテクニカルスキルとビ
ジネススキル、ヒューマンスキルのいずれも非常に低い水準にある。【就業 1 年目調査】。 
 
② 就業 1 年目～10 年目 
まず「仕事の重要度」についてみると、「仕事の幅」は 1 年目～5 年目にかけて拡大する
が、5 年目以降は停滞するのに対して、「仕事の深さ」は一貫して上昇するものの、その上
昇幅は 1 年目から 5 年目にかけては小さく、5 年目から 10 年目にかけては大きい。【初期キ
ャリア調査】。 
 つぎに「訓練内容」をみると、前述したように就職時点ではビジネススキル、テクニカル





























であったかが表現される。「訓練内容」は「OJT と Off-JT」と「訓練効果」からなり、1 年目
～5 年目、6 年目～10 年目にわけて、それぞれの特徴が整理されている。 
 同図表をみると日本の人事スタッフは、入社時に人事関連の知識や実務経験がないため、





































図表 II 1-4-1 日本型企業内養成訓練の特徴 
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6 年目から 10 年目にかけても、上司から指導があるうえ、専門研修と階層別研修、選抜
型研修を受け、応用的なビジネススキル、仕事の仕方スキル、テクニカルスキルを習得する。















同図表から、1 年目から 5 年
目にかけては「仕事の幅」が拡
大し、「仕事の深さ」が深化する。







以上の「仕事の重要度」の変化をみると、企業内養成訓練は 1 年目から 5 年目の「仕事の
幅」「仕事の深さ」ともに拡大・深化する「拡大・深化期」、5 年目から 10 年目の「仕事の
深さ」が深化する「深化期」という 2 つの段階から構成される。さらに 10 年目から課長職
にかけては、これまでに養成された能力を結集して、限定した範囲内で、高い裁量度で仕事
を進める「結集期」と呼ぶ段階に入る。 
                                                        


























第 3 節 日本型企業内養成訓練の効果と課題 
以上のような特徴がある日本型企業内養成訓練にはどのような効果と課題があるのだろ
うか。これまでの分析結果から、日本型は初期能力が十分な水準にない新入社員を、段階的
な「仕事の重要度」の高度化と、手厚い OJT と Off-JT を通して、10 年目には平均 2.5 機能
担当し、「方針策定」レベルの「難易度」の仕事を、指導的立場で進めることができる人材





























                                                        
49 これらの「仕事の重要度」の特徴は、全て聴き取り調査の結果に基づいている。 
















































第 2 部 フランスの企業内養成訓練 
第 1 章 初期能力の特徴〜「就業 1 年目調査」からみる 
 本章ではフランスにおける「就業 1 年目調査」の結果をまとめた事例集（附属資料 第 II












属性は図表 II 2-1-150のとおりである。 
 「業種」は Fs①氏がメーカー、Fs②氏
がコンサルティング会社である。「従業
員数」は、Fs①氏が 171,000 人、Fs②氏が 750 人である。「就業年数」は、Fs①氏が 10 ヶ月、
Fs②氏が 5 年 10 ヶ月である。 
 











                                                        
























 なお「仕事の重要度」は、第 I 編 












めており、Fs②氏は通算 1 年 3 ヶ
月で、うち 7 ヶ月間人事部に勤め
ている。「勤務先の従業員数52」を
みると、両者とも 1,000 人以上の大企業で人事の仕事を経験している。 
 では、具体的にどの程度重要な仕事を担っていたのか。在学中に行った人事関連の仕事内





金、教育・研修という 3 つの人事機能を経験した。同様に Fs②氏をみると、福利厚生と採
用という 2 つの人事機能を経験している。 
 


















































 以上から、フランスの人事スタッフは、①在学中にインターンシップ生として 3 度の実務
経験をもち、②通算で 1 年以上、人事部には 7 か月以上勤めている。人事部では、③2 つ以
上の人事機能を経験し、④「難易度（職群）」基準でいうと「定型的な事務作業」レベルの
仕事を中心に担当しつつ、「現状分析・企画業務」レベルの仕事も一部担当している。⑤こ











































































両立する方法で実施される53。②1 社での就業期間は、前者が原則として最長 6 ヶ月なのに
対して54、後者は 1年〜3年である55。③給与については、前者は 2ヶ月以上勤務しなければ
                                                        
53 下記のサイトに基づいて作成した。 
 http://www.contratdapprentissage.fr （2016 年 11 月１日確認） 
54 下記のサイトに基づいて作成した。  
























































                                                        
  http://www.contratdapprentissage.fr （2016 年 11 月１日確認） 
56 下記のサイトに基づいて作成した。 http://www.nrj.fr/active/reussir-formation/stage-ou-alternance-c-est-quoi-














ベル 1〜2）に相当する。この結果は、在学中にレベル 1〜2 の「難易度（作業）」の仕事を
担当するという Fs①氏、Fs②氏への事例分析の結果を指示している。 
 
第 3 節 1 年目の「仕事の重要度」 
① 「仕事の幅」と「難易度」 









































































みて決める判断業務であるので、レベル 1〜2 に対応すると判断した。 





































































































まず「プロジェクト遂行に必要な能力」について、第 I 編 第 1 部 第 5 章で示した 6 つの
能力分類に従って分析すると、正確さ、分析力というビジネススキルが 3 事例（事例①②
④）、コミュニケーションというヒューマンスキルが 1 事例（事例⑤）、マネジメントスキル
が 1 事例（事例③）、採用に関する専門知識というテクニカルスキルが 1 事例（事例⑥）で
ある。 
 「プロジェクト遂行時の当該能力の有無」をみると、テクニカルスキルの 1 事例（事例
⑥）を除き、ビジネススキルとヒューマンスキル、マネジメントスキルの 5 事例は全て習得
済みとされている。この 5 事例に絞って、「当該能力の習得方法」をみると、インターンシ
ップでの仕事経験が 3 事例（事例①④⑤）、経営大学での講義が 1 事例（事例③）、もともと
備わっていたものが 1 事例（事例②）である。これに対して、テクニカルスキルは入社後に









事例① 事例② 事例③ 事例④ 事例⑤ 事例⑥
調査対象者 Fs①氏 Fs①氏 Fs①氏 Fs②氏 Fs②氏 Fs②氏
プロジェクト遂行に
必要な能力





































































































































































































 本章の構成はつぎのとおりである。第一にフランスの人事スタッフ 8 人への聴き取り調
査の結果をまとめた事例集（附属資料 第 II 編 第 2 部）を用いて、フランスの人事スタッ













象者の属性は図表 II 2-2-1 の
とおりである。なお、全員が
最低 1 度の転職経験があるた
め、同図表では就業 10 年目に勤めていた企業の「業種」と「従業員数」をまとめている。 
まず「業種」をみると、サービス業 2 人、メーカー2 人、運送業 1 人、運輸業 1 人、情報
通信業 1 人、不明 1 人とさまざまであるが、Fc①氏と Fc⑧氏を除く多くが、「従業員数」
1,000 人以上の大企業で人事スタッフとして勤務している。「就業年数」は「通算」で全員が
12 年以上、そのうち一貫して人事部に勤めるものは Fc②氏、Fc⑤氏、Fc⑧氏の 3 名である。 
 








業種 従業員数 通算 人事
Fc①氏 サービス業 500人 12年目 5年目
Fc②氏 光学機器メーカー 3,600人 15年目 15年目
Fc③氏 不明 3,500人 31年目 27年目
Fc④氏 サービス業 1,300人 14年目 8年目
Fc⑤氏 運送業 10,500人 14年目 14年目
Fc⑥氏 化学メーカー 14,000人 17年目 15年目
Fc⑦氏 運輸業 180,000人 12年目 8年目
Fc⑧氏 情報通信業 700人 13年目 13年目
所属 就業年数





についての調査結果は図表 II 2-2-2 のとおりである。 
 
 まず「最終学歴」57は、グランゼコールの一つである経営大学が 3 人、大学が 4 人、短期
                                                        
57 フランスの高等教育は、グランゼコール、大学、短期課程、高等職業学校から構成される。 
グランゼコール（Grandes écoles）は、フランス革命期から 19 世紀にかけて、官僚や幹部層育成を主な目
的として創設され、少人数で実践的な教育が行われる。そのため、在学中のインターンシップと海外経験
を課す場合がほとんどである。なお、このうち経営・商業に特化したものが経営学校（Ecole de 











上記の情報は、以下の 3 つの情報源をもとにまとめた。 
http://www.ambafrance-jp.org/article4034（2016 年 11 月 30 日確認） 
http://www.lefigaro.fr/lefigaromagazine/2009/02/07/01006-20090207ARTFIG00185--grandes-ecol-e-s-
universites-.php （2016 年 11 月 30 日確認） 
http://www.onisep.fr/Choisir-mes-etudes/Apres-le-bac/Organisation-des-etudes-superieures/Les-BTS-et-les-BTSA
（2016 年 11 月 30 日確認） 
Fc①氏 Fc②氏 Fc③氏 Fc④氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏






















   キャッシュフロー
   社会監査など
●人事管理

















































































年数 2 年の者が 1 人、4 年が 2 人、5 年が 5 人である59。バカロレア取得後 2 年の教育経験
が短期過程、3 年の教育経験が日本の学士、4 年・5 年の教育経験が日本の修士と対応する
ため、フランスの人事スタッフのほとんど（8 人中 7 人）が修士修了者といえる。 
 「専攻」をみると、人事管理（3 人、Fc①氏、Fc③氏、Fc⑤氏）と労働心理学（1 人、Fc


























                                                        
58 バカロレア（Baccalauréat）は国家試験であり、高校教育の修了を証明するものである。一般的には高
校卒業時の 18 歳で受験する。これについては、以下の情報をもとに作成した。 












（7 人中 7 人）、在学中にインターンシップを中心とした企業での実務経験を積んでいると
いえる。 
 つぎにインターンシップ経験者（5 人）について、その「回数」をみると 1 回が 3 人、2
回以上が 3 人であり、通算した就業期間は最低 5 ヶ月〜最大 2 年と幅があるが、通算 9 ヶ
月以上と長期にわたってインターンシップを行う者がほとんどである（5 人中 4 人）。 
 その「内容」をみると、不明 1 人を除き、人材紹介の採用実務（Fc②氏、Fc⑥氏）や、ユ
ーロへの通貨統一に関わる会計業務、書類作成、従業員教育（Fc④氏）、市役所の支出管理








 「現在の仕事に役立っている経験」をみると、不明 3 人、特になし 2 人を除いて、3 人が
Fc①氏 Fc②氏 Fc③氏 Fc④氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏
回数 1回 4回 5回 2回 1回














































































































なお、インターンシップを挙げた 3 人のうち、Fc⑤氏のインターンシップ経験は、他の 2
人のインターンシップと目的や内容が異なるため、特筆しておく必要がある。同氏のインタ
ーンシップは Stage Ouvrier と呼ばれ、上述したような企画業務を含む高度な仕事を行うイ
ンターンシップとは異なり、ブルーカラーや事務職として、製造ラインでの作業やレジ打ち
などの定型業務に従事する。これは管理者教育の一環で、将来現場の労働者を管理・監督す






                                                        
60 Stage Ouvrier の内容は以下のフランス求人サイトの情報をもとにまとめた。
http://www.agrojob.com/stage/ouvrier.asp （2016 年 11 月 14 日確認） 
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をみる。図表 II 2-2-4 は、人事部配属時に人事部への配属を希望したものを○、希望してい
なかったものを×で表している。 
 同図表から明らかなように、不明 1 人を除く全員（7 人中 7 人）が人事部への配属を希望
しており、配属当初から人事部への関心は高い。 
 
第 3 節 1 年目～10 年目の「仕事の重要度」 




まず、調査対象者の 1 年目～10 年目の仕事内容を図表 II 2-2-5 のとおり整理した。以下で
は、これをもとに「仕事の幅」、「難易度」、「裁量度」を分析する。 
  
Fc①氏 Fc②氏 Fc③氏 Fc④氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏
配属年次 1年目 1年目 5年目 7年目 1年目 4年目 5年目 1年目
志望有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 不明 ○






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































まず「仕事の幅」をみるために、図表 II 2-2-5 に記された仕事内容を「仕事分析表」の「機




氏、Fc⑥氏、Fc⑦氏）。このうち Fc④氏を除く 3 人は就業 4 年目までには人事部に配属され
ており、人事部での就業経験が初期キャリアの半分以上を占めるといえる。 
つぎに 1 年目・5 年目・10 年目にいくつの人事機能を担当しているかを見るため、各年次
の担当機能数を図表 II 1-2-7 にまとめた。 
 
各年次の平均担当機能数をみると、1 年目が 1.0 機能、5 年目が 1.5 機能、10 年目が 2.9 機
能であり、1 年目から 5 年目にかけては 0.5 機能の増加に留まるが、5 年目から 10 年目にか
けては 1.4 機能増加する。 
以上から、フランスの人事スタッフの「仕事の幅」は、つぎのように特徴づけられる。①
1 年目は平均 1.0 機能、5 年目は平均 1.5 機能、10 年目は平均 2.9 機能担当する。②つまり、
1 年目から 5 年目にかけては特定の人事機能に特化するが、5 年目以降「仕事の幅」は拡大
する。この典型例は Fc⑧氏であり、同氏は 1 年目から 5 年目にかけては 1 機能（採用）に
特化していたが、10 年目には 3 機能（採用、教育、労使関係）を担当している。 



















































図表 II 2-2- 6 「仕事の幅」（フランス） 





1年目 1 1 1 1 1.0 0.0
5年目 1 4 不明 1 1 1 1 1.5 1.2
10年目 5 4 不明 3 2 2 1 3 2.9 1.3






 図表 II 2-2-5 に記された仕事内容を「難易度（職群）」基準を用いて評価する。この結果








場合に限っても、1 年目 1.3 点、5 年目 2.6 点、10 年目 3.5 点と同様の結果が得られた。 
各年次の仕事の「難易度（職群）」の典型例として、Fc⑤氏、Fc②氏、Fc⑧氏の例をみる。 
 





                                                        
61 「定型的な事務作業」レベルを 1 点、「定型的な事務作業」レベル～「現状分析・企画業務」レベルを
1.5 点、「現状分析・企画業務」レベルを 2 点、「現状分析・企画業務」レベル～「方針策定」レベルを 2.5
点、「方針策定」レベルを 3 点、「方針策定」レベル～「機能責任」レベルを 3.5 点、「機能責任」レベル
を 4 点として、平均値と標準偏差を算出した。 

































































































図表 II 2-2-8 各年次の「難易度（職群）」 
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 5 年目の仕事内容（Fc②氏） 
法定労働時間を週 39 時間制から 35 時間制に削減する法改正に対応するため、労使
双方の要望を聞き、法律の内容を踏まえて、労働時間改正に関する方針を策定した。 
 
 10 年目の仕事内容（Fc⑧氏） 
 採用部門の課長として、採用の予算と社会情勢を踏まえて、①どのツールを用いて、
②どのようなチーム編制で採用を行うかの戦略を立案した。これにくわえ、フランス国
内の採用業務と 6 人の部下の管理業務も担った。 
 
b. 「難易度（作業）」基準を用いた評価 
 つぎに、「難易度（作業）」基準を用いて仕事内容を評価する（図表 II 2-2-9）。 
 なお、Fs②氏が 9 年目〜10 年目にかけて行った、全人事制度の運用管理は、仕事内容が
大まかすぎ、「作業」単位まで分解できなかったため、「難易度（作業）」は不明とした。ま



















































































同図表を踏まえて、各年次の「難易度（作業）」を図表 II 1-2-10 にまとめた6263。 
 
 同図表における各年次の平均の「難易度（作業）」をみると、おおよそ 1 年目はレベル 1
（1.3 点）、5 年目はレベル 2（1.8 点）、10 年目はレベル 2（2.3 点）である。 たとえば Fc⑧
氏は 1 年目に採用の実務（レベル 1 相当）を行い、5 年目に採用戦略を立案し（レベル 2 相
当）、10 年目には全社的な研修体系を構築（レベル 2 相当）している。 
  
  
                                                        
62 レベル 1＝1 点、レベル 1～2＝1.5 点、レベル 2＝2 点、レベル 2~3＝2.5 点、レベル 3＝3 点とし、平均
値と標準偏差を算出した。 
63 仕事配分の関係で、たまたま当該年次に簡単な仕事をしている場合もあるため、このような場合に限っ
て、例外的にそれ以前の最も高い「難易度（作業）」の値を記している。具体的には Fc⑤氏の 10 年目の
「難易度（作業）」については、6 年目の仕事の「難易度（作業）」を用いた。 





1年目 レベル1 レベル2 レベル1 レベル1 1.3 0.5
5年目 レベル1 レベル2-3 不明 レベル2-3 レベル1 レベル2 レベル2 1.8 0.7
10年目 レベル2-3 不明 不明 レベル2-3 レベル2-3 レベル2 レベル2-3 レベル2 2.3 0.3




 つぎに図表 II 2-2-5 に記した仕事内容における「裁量度」を整理した（図表 II 2-2-1164）。 
 
 同図表をもとに、「裁量度（作業）」基準を用いて、1 年目、5 年目、10 年目の「裁量度（作
業）」を図表 II 1-2-12 のとおりまとめた65。 
 
同図表における各年次の平均的な「裁量度（作業）」をみると、1 年目から独力で仕事を
                                                        




65 レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点、レベル 4＝4 点とし、平均値と標準偏差を算出し
た。 





1年目 レベル2 レベル2 不明 レベル2 レベル2 レベル2 レベル2 レベル2 2.0 1.0
5年目 レベル2 不明 不明 レベル3 レベル4 レベル2 レベル4 レベル4 3.2 1.0
10年目 レベル4 不明 不明 レベル4 レベル4 レベル3 レベル4 レベル4 3.8 0.4
図表 II 2-2-12 各年次の「裁量度（作業）」 











































































図表 II 2-2- 11 各年次での「裁量度」（フランス） 
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進め（2.0 点）、5 年目には部下の指導やとりまとめを行うようになり（3.2 点）、10 年目には
全体を統括・指揮するようになる（3.8 点）。 
なお、こうした「裁量度」の変化には、管理職への昇進が影響している。具体的にみると
5 年目には不明 1 人を除き約半数（7 人中 4 人）が、10 年目にはほぼ全員が（7 人中 6 人）
課長職である66。この昇進に伴って「仕事の幅」が急拡大していることから、それと「仕事
の幅」との関連性をみておきたい。そこで図表 II 2-2-6 に示した担当機能のうち、管理職が
担当する機能を網掛けし、図表 II 2-2-13 を新たに作成した。 
 
 同図表における 10 年目の担当機能をみると、不明 1 人を除き、多くが（7 人中 5 人、Fc
①氏、Fc②氏、Fc④氏、Fc⑥氏、Fc⑦氏）、それまでに経験していない人事機能を担当する
課長に昇進していることがわかる67。たとえば、Fc①氏は 1 年目～7 年目まで採用機能に特
化していたが、8 年目には人事課長となり採用、評価、賃金管理、福利厚生、雇用調整の人
事機能を担当している。また Fc②氏は、1 年目～3 年目まで採用機能に特化していたが、課
長に昇進した 4 年目から採用に加えて、それまで担当したことのない賃金管理、労使関係、
国際人事の 3 つの機能を新たに担当している。 
 以上から、フランスの人事スタッフの「裁量度（作業）」は次のように変化するといえる。
①1 年目から独力で仕事を進める（レベル 2 の「裁量度（作業）」）。②5 年目には特定の人事
機能において部下の指導やとりまとめを行う（レベル 3 の「裁量度（作業）」）。③10 年目に
は、これまで担当したことのない人事機能も含めた、複数の人事機能を担当する課長となり、
全体を統括・指揮する（レベル 4 の「裁量度（作業）」）。この典型例は Fc⑧氏である。 
                                                        
66 Fc⑧氏のみ、人事部長である。 
67 Fc⑧氏のみ、人事部長である。 



















































 1 年目～10 年目の裁量度（Fc⑧氏） 
1 年目から人材紹介に関わる一連の業務を担当した。業務の進め方などについて、上








 転職経験についてみると（図表 II 2-2-14）、Fc④氏 1 人以外のほとんどの人が（8 人中７
人）、就業 10 年目までに 2 社以上で勤務した経験がある。すなわち、フランスの人事スタッ
フは、少なくとも１度の転職を経て、上述の仕事経験を積んでいく。 
 
第 4 節 1 年目～10 年目の「訓練内容」 
① OJT 
 1 年目～5 年目の OJT は、図表 II 2-2-15 のとおりであり、不明の Fc①氏と Fc③氏を除く
6 名が 12 の OJT 経験を挙げている。そこで以下では一つの OJT 経験を 1 事例として、計 12
事例（OJT①〜⑫）について分析する。 
  
Fc①氏 Fc②氏 Fc③氏 Fc④氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏
10年目までの
勤務経験
2社 3社 2社 1社 4社 4社 2社 3社




まず「教育者」をみると、不明 2 人を除いたほとんどの人が（6 人中 5 人）、仕事をする
なかで自身が学び取った経験を挙げており（12 事例中 7 事例）、他者から指導を受けている
ものは少ない（2 人、5 事例）。 
つぎに「教育者」別に「訓練効果」をみると、自ら学び取った経験（6 人中 5 人、7 事例）
では、解雇関連の法律の理解や、賃金の専門知識、会計の専門知識、面接のノウハウ、IT 業
界の専門知識などのテクニカルスキルの習得を挙げるものと（5 人中 3 人、9 事例中685 事
                                                        
68 一つの OJT 経験から、二つの「能力」を習得しているものが 2 事例（OJT③⑨）あるため、計 9 つの
OJT① OJT② OJT③ OJT④
Fc②氏 Fc②氏 Fc②氏 Fc④氏
























OJT⑤ OJT⑥ OJT⑦ OJT⑧
Fc⑤氏 Fc⑤氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏





















OJT⑨ OJT⑩ OJT⑪ OJT⑫
Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏 Fc⑧氏









































挙げるものが多い（3 人、3 事例、OJT③⑨⑩）。 
つぎに他者から指導された経験（6 人中 2 人、5 事例）をみると、その「教育者」は、上
司や先輩（3 事例、OJT①⑤⑦）と、弁護士や社外エンジニアといった社外の専門家（2 事
例、OJT②⑥）からなる。「訓練効果」をみると、雇用契約に関する法制度の理解や、人事情
報システムに関する専門知識といったテクニカルスキル（6 事例69中 3 事例、OJT①②⑥）
と、賃金支払いの方法や、支出管理報告の仕方という仕事の仕方スキル（2 事例、OJT⑤⑦）
の習得が中心である。 




















                                                        
「能力」のうちいくつが該当するかを記している。 




 6 年目～10 年目の OJT 経験は図表 II 2-2-16 のとおりである。 
 
同図表からつぎの 2 つの特徴が指摘できる。第一に、OJT 経験者が 8 人中 3 人と少なく
（Fc①氏、Fc②氏、Fc④氏）、職場での OJT 機会は限定的である。つぎに OJT そのものの特












































能力 不明 仕事の仕方スキル テクニカルスキル
















 1 年目～5 年目の Off-JT をみると（図表 II 2-2-17）、受講経験があるのは Fc⑤氏のみ（1 事




 1 年目～5 年目の Off-JT 経験（Fc⑤氏） 






 つぎに 6 年目～10 年目の Off-JT 経験をみる（図表 II 2-2-18）。 
 
Fc①氏 Fc③氏 Fc④氏 Fc⑤氏 Fc⑥氏 Fc⑦氏 Fc⑧氏































図表 II 2-2-18 就業 6 年目～10 年目の Off-JT 経験（フランス） 













なし なし なし なし なし
図表 II 2-2- 17 就業 1 年目～5 年目の Off-JT 経験（フランス） 
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同図表をみると Off－JT を受けたのは 2 人（Fc②氏、Fc④氏）のみであり、ほとんどが（8
人中 6 人）研修を受けていない。 
両者の研修内容は以下のとおりである。 
 
 6 年目～10 年目の Off-JT 経験（Fc②氏） 
9 年目に光学機器メーカーに北ヨーロッパ人事課長として就職し、入社時に、評価
面談の方法について 1 週間の社内研修を受講した。 









ナーを 3 日間受講した。 
 
 以上のように、Fc②氏は 2 つの研修を、Fc④氏は 1 つの研修を受けているので、以下では
両者を合わせた 3 事例について分析する。 
 まず「研修形態」は不明 2 事例を除き専門研修が 1 事例である。「期間」は 3 日（2 事例）
と 1 週間（1 事例）である。「訓練効果」は、評価方法の習得や、コンフリクト解消方法の
理解といったマネジメントスキル（2 事例）と、全社的な訓練計画の策定方法の理解といっ
たテクニカルスキルの習得（1 事例）からなる。 





第 5 節 まとめ 



































 こうした特徴をアンケート調査の結果を用いて確認する。図表 II 2-2-21 をみると、「最終
学歴」は、日本の修士に相当する Bac+4 と Bac+5 がほとんどである（87.5％）。「専攻」は、
経営学・経済学が約半数を占めるうえ、人事に関する教育を受けたものが半数以上（52.9%）













































































1（1.3 点）、5 年目にレベル 2（1.8 点）、10 年目にレベル 2（2.3 点）の仕事を担当する。こ
のことから、いずれの指標をみても「難易度」は 1 年目から 10 年目にかけて段階的に高度
化するといえる。 
 「裁量度」を「裁量度（作業）」基準でみると、1 年目から独力で仕事を進め（2.0 点）、5




















図表 II 2-2-21 教育経験 アンケート結果（フランス） 
1年目 5年目 10年目
1 1.5 2.9
（職群） 1.4 2.4 3.5
(作業） 1.3 1.8 2.3










図表 II 2-2-22 「仕事の重要度」の特徴（フランス） 
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2-23）。各年次の平均値をみると、1 年目が 2.5 機能、5 年目が 2.7 機能、10 年目が 6.7 機能
である。この結果は、1 年目から 5 年目にかけては特定の人事機能に特化するが、5 年目以
降「仕事の幅」は拡大するという聴き取り調査で明らかにした特徴と同じ傾向を示している。 
つぎに「難易度」は、





構成と平均値、標準偏差は図表 II 2-2-2474のとおりである。各年次の平均値をみると、1 年
目が 1.6、5 年目が 1.7、10 年目が 1.7 であり、聴き取り調査に比べて明確な傾向はみれらな
いが、「難易度」は段階的に上昇している。 
「裁量度」は、第











                                                        
73 なお他に比べて極端に高い数値は異常値として扱った。 
74 「難易度（業務）」は、レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点とし、回答者が選択した業務の
「難易度」の和を、担当した「業務」の数で割って算出した。 
75 「裁量度（業務）」は、レベル 1＝1 点、レベル 2＝2 点、レベル 3＝3 点、レベル 4＝4 点とし、回答者
が選択した全業務の「裁量度」の和を、担当した「業務」の数で割って算出した。 
1～2機能 3～5機能 6機能以上 全体
1年目（n=2) 50.0 50.0 0.0 100.0 2.5 0.7
5年目(n=6) 50.0 50.0 0.0 100.0 2.7 1.6
10年目（n=14) 14.3 35.7 50.0 100.0 6.7 3.5
平均値（点） 標準偏差（点）
「仕事の幅」の構成（％）
図表 II 2-2-23 「仕事の幅」のアンケート結果（フランス） 
1点以上 1.5点以上 2.5点以上 全体
1年目（n=2) 50.0 50.0 0.0 100.0 1.6 0.4
5年目(n=6) 16.7 83.3 0.0 100.0 1.7 0.3
10年目（n=14) 7.1 92.9 0.0 100.0 1.7 0.2
「難易度（業務）」の構成（％）
標準偏差（点）平均値（点）
図表 II 2-2-24 「難易度（業務）」アンケート結果（フランス） 
1点以上 1.5点以上 2.5点以上 3.5点以上 全体
1年目（n=2) 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 1.8 0.1
5年目(n=5) 40.0 20.0 40.0 0.0 100.0 2.0 1.1
10年目（n=13) 7.7 15.4 46.2 30.8 100.0 3.0 0.8
平均値（点） 標準偏差（点）
「裁量度（業務）」の構成（％）




各年次の最も高い「裁量度（業務）」の平均値をみると、1 年目が 2.5、5 年目が 2.4、10 年
目が 3.5 であり76、この結果はおおむね 5 年目はレベル 3、10 年目はレベル 4 という聴き取
り調査の結果を支持している。 
 以上から、聴き取り調査に基づいて「仕事の重要度」の特徴を整理すると、「仕事の幅」
は 1 年目から 5 年目にかけて狭く、5 年目以降拡大するのに対して、「仕事の深さ」は 1 年
目から 10 年目にかけて一貫して深化する。なお、こうした仕事経験は 2 社以上での勤務経
験を経て形成されるといえる。 
  
③ 1 年目～10 年目の「訓練内容」 
 聴き取り調査の結果から得ら









 こうした特徴をアンケート調査の結果を用いて確認する。調査結果は図表 II 2-2-27 のと
おりであり、左側が 1 年目～5 年目、右側が 6 年目～10 年目の OJT 経験の調査結果である。 
まず両期間とも、無回答者が多いことに注目したい。この無回答の理由には、OJT を受け
ていないため回答を飛ばした、OJT は受けているが回答しなかったの 2 つがあるが、他の設
問への回答状況をみると主に前者に該当すると考えられる。それを踏まえると OJT を受け









つぎに 6 年目～10 年目の「教育者」をみると、「自ら」（66.7%）と「上司」（66.7%）が最
                                                        




























 つぎに Off-JT の特徴をみる。聴
き取り調査によって明らかにされ
た Off-JT の特徴は図表 II 2-2-28 と










基礎的な専門能力 28.6% 基礎的な専門能力 11.1%
応用的な専門能力 42.9% 応用的な専門能力 33.3%
基礎的ビジネススキル 28.6% 基礎的ビジネススキル 33.3%
応用的ビジネススキル 85.7% 応用的ビジネススキル 66.7%







企業理解 57.1% 企業理解 66.7%
指導力 28.6% 指導力 22.2%







働く意識 42.9% 働く意識 44.4%

































































こうした特徴をアンケート調査の結果で確認する。調査結果は図表 II 2-2-29 のとおりで




けていないため回答を飛ばした、Off-JT は受けているが回答しなかったの 2 つがあるが、他
の設問への回答状況をみると主に前者に該当すると考えられる。それを踏まえると Off-JT















基礎的な専門能力 14.3% 基礎的な専門能力 11.1%
応用的な専門能力 28.6% 応用的な専門能力 44.4%
基礎的ビジネススキル 14.3% 基礎的ビジネススキル 22.2%
応用的ビジネススキル 71.4% 応用的ビジネススキル 55.6%
仕事の仕方 14.3% 仕事の仕方 22.2%
企業理解 - 企業理解 11.1%
指導力 14.3% 指導力 11.1%







働く意識 28.6% 働く意識 33.3%






























































第 3 章 課長職の「仕事の重要度」〜「課長職調査」からみる 
第 I 編 第 1 部 第 2 章で述べたように、本論文では、課長職を企業内養成訓練によって養
成された最終的な人材像と捉えており、課長職の「仕事の重要度」から、企業内養成訓練の
「育成の到達点」を評価したい。そのために本章では、フランスにおける「課長職調査」の



















 まず調査時点の通算の「就業年数」をみると、最短で 9 年（Fm②氏）、最長で 35 年（Fm
④氏）である。「企業属性」をみると、メーカーが 2 人、保険業が 1 人、人事コンサルタン
トが 1 人で、自営業の Fm①氏を除くほとんどの人が 3,000 人以上の大企業に勤めている。 
つぎに人事課長時代の「企業属性」をみると、メーカーが 3 人、サービス業が 1 人で、Fm
①氏を除くほとんどの人が 3,000 人以上の大企業に勤めている。なお「部下の人数」は、ほ
とんどが（4 人中 3 人）3 人である。 
 
 
                                                        





Fm①氏 Fm②氏 Fm③氏 Fm④氏





従業員数 自営業 9,000人 15,000人 3,000人
産業 サービス業 メーカー メーカー メーカー
従業員数 350人 5,000人 10,000人 3,000人









図表 II 2-3-1 「課長職調査」（フランス） 
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たか（「人事課長になるまでに担当した主な人事機能」）をみる（図表 II 2-3-2）。 
 










 以上のようにフランス人事課長は、①1 度の転職を経て、平均して就業 8.0 年目に課長職
に昇進する。②人事課長には、初職から人事部に勤めるもの（「人事一貫型」）と、他の職種
を経験したのち人事部に配属されたもの（「他職種経験型」）がいるが、③いずれの場合であ
                                                        
79 Fm③氏は、マーケティング部門のセールス責任者（課長相当職）に昇進した 8 年目を「課長職の昇進
年次」としている。なお、同氏が人事課長に就任したのは 17 年目である。 
Fm①氏 Fm②氏 Fm③氏 Fm④氏
7年目 4年目 17年目 4年目





人事部に配属された時期 7年目 1年目 17年目 1年目
人事課長になるまでの
人事経験年数
























図表 II 2-3-2 課長職就任以前の人事の仕事経験（フランス） 
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っても、人事課長昇進までの人事経験年数は非常に短く、前者は 3 年、後者は 0 年である。
④ただし、前者は 3 機能～5 機能と複数の人事機能を経験しているが、後者は人事機能を全
く経験しないまま人事課長に昇進する。 






で、就業 4 年目にフランス労務課長に昇進した。 
 
 人事課長昇進までの仕事経験（Fm①氏） 



















 コールセンターに新卒者約 50 人を採用し、教育するとのプロジェクトである。同
プロジェクトは社長、人事部長、同氏、同氏の部下のインターンシップ生、商品開発
部の部長 6 人、コールセンター 部長、外部のビジネススクールの担当者 2 人の計 13
人で構成される。 
 同氏は、①採用方針を立案し、②公募活動と面接を行った。さらに、③採用した人





























 工場閉鎖に伴い、従業員 50 人の人員削減を行うプロジェクトである。同プロジェ
クトは、ヨーロッパ全体の生産部門責任者、フランス人事部長、閉鎖される工場の部
長、同氏、同氏のアシスタント 2 人、生産部門課長、品質管理課長、経理課長、教育









 フランス国内にある 20 の事業会社ごとに行っていた採用業務を、フランス本社の
人事部門に集約するとのプロジェクトである。同プロジェクトは、グループ全体を統
括する人事部長、フランス本社の社長、Fm③氏、各事業部の人材開発課長 20 人、採

































以上から、人事課長のほとんどが（4 人中 3 人）レベル 2〜3 の「難易度（作業）」の仕事
を担当しているといえる。 
 つぎに「裁量度」をみると、Fm②氏を除くほとんどが（4 人中 3 人）、プロジェクトを立
案し、メンバーに業務を配分し、進捗管理を行っている。したがって、人事課長は、リーダ
ーとして全体を統括・指揮しており、「裁量度（作業）」はレベル 4 である。 




















































































図表 II 2-3-4 課長職の仕事の「難易度（作業）」と「裁量度（作業）」（フランス） 
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 すなわちフランス人事課長の①「仕事の幅」は、「人事一貫型」が 5 機能と広く、「他職経
験型」が 2～3 機能と狭い。②しかし、「仕事の深さ」について両者の違いはなく、③人事課
長はレベル 2～3 の「難易度（作業）」の仕事について、④リーダーとして全体を統括・指揮

































Fm①氏 Fm②氏 Fm③氏 Fm④氏






図表 II 2-3-5 部下の評価の方法（フランス） 























 OJT 経験は図表 II 2-3-7 の示すとおりである。 
 
「教育者」をみると、自身で学び取った OJT 経験を挙げるもの（4 人中 3 人、3 事例、OJT
②④⑤）と、上司や弁護士による指導を挙げるもの（2 人、2 事例、OJT①③）がいる。 
前者では、仕事経験を通して、自社の企業文化の理解や、自社に求められる人材の理解と
いう仕事の仕方スキル（2 事例、OJT②④）と、人事の専門性といったテクニカルスキル（3
事例中 2 事例、OJT⑤）を習得している。 
後者では、採用や全社的な教育訓練計画の策定、人員削減といった経験のない業務を担当
する際に、上司や弁護士から指導を受け、面接方法や社内教育に関する法知識、解雇に際し





 課長職の OJT 経験（Fm①氏） 
人事部に配属された 7 年目に、上司である人事部長から採用面接の方法と、社内教
OJT① OJT② OJT③ OJT④ OJT⑤
Fm①氏 Fm①氏 Fm②氏 Fm③氏 Fm④氏









































 Off-JT は図表 II 2-3-8 のとおりであり、以下では 9 つの Off-JT 経験（Off-JT①～⑨）につ
いて分析する。 
 「期間」をみると、不明の 5 事例を除いて、1 日～4 日と 1 週間以内のもの（4 事例中 3
事例、Off-JT①③④）と、3 週間と長期間のもの（1 事例、Off-JT⑨）がある。「訓練効果」
をみると、部下の指導方法などのマネジメントに関する知識や、組織運営に関する知識とい




























①1 度の転職を経て、平均 8.0 年目に課長職に昇進する。②人事課長には、人事一貫型と
他職種経験型がいるが、③いずれの場合であっても、人事課長昇進までの人事経験年数は非
常に短く、前者は 3 年、後者は 0 年である。④前者は課長昇進前に 3 機能～5 機能と複数の
人事機能を経験しているが、後者は人事機能を全く経験しないままで人事課長に昇進する。 
人事課長の「仕事の重要度」の特徴は以下である。⑤「仕事の幅」は、「人事一貫型」の






Off-JT① Off-JT② Off-JT③ Off-JT④ Off-JT⑤






























Off-JT⑥ Off-JT⑦ Off-JT⑧ Off-JT⑨















































第 4 章 フランス型企業内養成訓練の特徴 





第 1 節 各キャリア段階の「仕事の重要度」と「訓練内容」の特徴 
① 就職以前 
人事スタッフの最終学歴は修士で、高等教育機関で人事について専門的に学んでいる。
【就業 1 年目調査・初期キャリア調査】。 
さらにこれと並行して、複数社で長期間にわたりインターンシップ生や見習生として勤
め、その期間のほとんどを人事経験が占める（平均 3 社で通算 1 年以上勤め、そのうち人事





キルは十分なレベルにないため、個別の人事機能に関する専門知識は入社後に OJT や Off-




② 就業 1 年目～10 年目 
就業 1 年目～10 年目までの「仕事の重要度」についてみると、「仕事の幅」は 1 年目から
5 年目にかけて狭く、5 年目以降拡大する。それに対して、「仕事の深さ」は 1 年目から 10
年目にかけて段階的に高まる。【就業 1 年目調査・初期キャリア調査】。 
つぎに「訓練内容」をみると、前述したように就職時点でビジネススキルとヒューマンス





















第 2 節 フランス型企業内養成訓練の特徴 








限って、個別に OJT や Off-JT による訓練を受ける。 

































図表 II 1-4-1 フランス型企業内養成訓練の特徴 
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こうして 5 年目になると、1 年目と同じ特定の人事機能に特化して、「現状分析・企画業
務」レベルから「方針策定」レベルの「難易度（職群）」の仕事を、指導的立場で遂行する
ようになる。 
5 年目から 10 年目にかけても訓練機会は依然として乏しいが、管理職に昇進したものに






の幅」をとり、原点に近い方から順に 1 年目、5 年目、10 年目の「仕事の重要度」を示す。











































図表 II 1-4-2 企業内養成訓練における各キャリア段階の位置づけ 
135 
 
「仕事の幅」は依然狭いが、「仕事の深さ」はレベル 2 からレベル 3 へと深化する。5 年目
から人事課長となった 10 年目にかけては、「仕事の幅」は 1 機能から 3 機能に拡大し、「仕
事の深さ」はレベル 3 からレベル 4 に深化する。 
以上の「仕事の重要度」の変化をみると、フランスの企業内養成訓練は①就職以前に個人
の責任で基礎的能力を習得することを前提として、特定機能を「独力で行う」レベルから始
まり、②特定機能の範囲内で「仕事の深さ」が深化する 1 年目から 5 年目までの「深化期」
を経て、③「仕事の幅」・「仕事の深さ」がともに拡大・深化する 5 年目から 10 年目までの
「拡大・深化期」に至るという点に特徴があることが分かる。 
 























                                                        



















































                                                        
87 保険連合における 2014 年度のカードルの総訓練時間のうち、最も割合が高かったのは保険関連、2 位























第 1 部 日本の人事管理 










第 1 節 調査企業の属性 
 調査対象は日本企業 7 社である。対象企業には、JA 社～JG 社の識別番号を振っており、







保険業 1 社である。「従業員数」をみると JF 社を除き全社が 3,000 人以上である。 
 




ープ（「区分の数」）に分類するかをみる（図表 III 1-1-288）。 
  
                                                        
88 なお参考情報として、「区分の内訳」も掲載する。 
JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社
産業 保険業 メーカー メーカー 卸売業 小売業 小売業 メーカー
従業員数 69,620人 33,665人 6,052人 5,213人 3,381人 553人 5,335人




同図表の「区分の基準」をみると、社員を 1 つのグループにまとめている JF 社と不明 2
社（JC 社、JG 社）を除き、全社が（4 社中 4 社）転勤範囲に基づいて社員をグループ分け
している。「区分数」は JF 社と不明 2 社を除いて、平均 2.2 区分（標準偏差 0.8）であり、
社員はおおむね全国転勤のある総合職（以降、「総合職」と呼ぶ）と、転勤のない社員（以
降、「一般職」と呼ぶ）から構成されている。前者は「区分の内訳」でいう、JA 社の総合職、
JB 社の総合職、JD 社の基幹職、JE 社の社員 A、JF 社の一般職に対応する。後者は JA 社の
CS 総合職や業務職、JB 社の専任職、JD 社の事務職、JE 社の社員 B と社員 C に対応する。
以上の典型例として JD 社をみる。 
 








る（図表 III 1-1-3）。 
  
JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社
区分の基準 転勤範囲 転勤範囲 転勤範囲 転勤範囲 なし














5 社）、そのほか一部で、職能等級と役割等級を併用する企業（1 社、JA 社）と、役割等級
を用いる企業（1 社、JC 社）がみられる。「等級数」は、平均 4.4 等級（標準偏差 1.6）であ
る89。 
 つぎに管理職の「格付けの基準」をみると、多くの企業が役割等級90を用いており（7 社
中 5 社）、そのほか一部で職能等級と役割等級を併用する企業がみられる（2 社、JA 社、JB
社）。「等級数」は、平均 4.0 等級（標準偏差 1.5）である。なお、非管理職と管理職を合わ
せた、総合職全体の等級数は平均 8.4 等級（標準偏差 2.5）である。 
 学士と修士の「新卒者の初任格付け」をみると、学歴による差はなく、一律に社員格付け















91 JE 社の職能等級は 1 等級～5 等級からなり、新卒者は最下位の 5 等級より 1 つ上の 4 等級に初任格付け
されるが、同社では 5 等級をパフォーマンスの悪い社員を降格させるための等級と位置付けている。した
がって、4 等級が実質的な最下位等級と考えられる。 




職能等級 役割等級 職能等級 職能等級 職能等級 職能等級






役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級

























図表 III 1-1-3 社員格付け制度（日本） 
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③等級数は前者が平均 4.4 等級、後者が 4.0 等級であり、総合職全体の等級数は平均 8.4 等
級である。④新卒者は学士と修士の学歴に関わらず、一律に非管理職の職能等級制度の最下
位ランクに初任格付けされる。この典型例は JE 社である。 
 
 社員格付け制度（JE 社） 
 同社の社員格付け制度は図
表 III 1-1-4 のとおりである。総
合職は非管理職と管理職から
なり、前者は職能等級に基づ
き職務グレード 5～1 の 5 等級
に、後者は役割等級に基づき
役割グレード 5～1 の 5 等級に
格付けられる。 
非管理職を対象とした 5 つの等級は、9 つの職種別に作成された職務要件書によっ
て定義されており、例として人事スタッフを対象とした職務要件書をみる（図表 III 
1-1-5）。なお、管理職の等級は職種別の等級定義を設けていない。 
 職務グレード 5 は、パフォーマンスが悪い社員を降格させる目的で設置されてお
り、新卒者は学士・修士に関わらず、職務グレード 4 に初任格付けされる。 
 
 














































図表 III 1-1-4 社員格付け制度（JE 社） 
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どのように反映するか（「評価結果の反映方法」）という面から分析する（図表 III 1-1-692）。 
 まず同図表をみると、「評価基準」は非管理職と管理職で異なる。非管理職に対しては、
業績と能力の両方を評価する企業が多く（7 社中 5 社）、業績のみの企業は少ない（2 社、JA
社、JD 社）。管理職に対しては、業績と能力両方を評価対象とする企業（7 社中 4 社）と、
業績のみを評価する企業（3 社）がある。以下では、これらの評価基準別に分析する。 
 業績評価の「評価回数」をみると、年 1 回の企業（7 社中 4 社）と年 2 回の企業（3 社）
がある。「評価方法」として、全企業が（7 社中 7 社）目標管理制度を採用している。「評価
結果の反映」をみると、全社が賞与に（7 社中 7 社）、半数以上が昇給に（4 社、JA 社、JB
社、JC 社、JE 社）反映している。なお、昇級に反映する企業は一部である（2 社、JB 社、
JE 社）。 
 能力評価の「評価回数」をみると、能力評価を実施している全企業が（5 社中 5 社）年 1
回実施している。「評価方法」には、目標管理制度（5 社中 3 社、JE 社、JF 社、JG 社）と、
行動プロセス評価（2 社、JB 社、JC 社）がある。「評価結果の反映」をみると、ほとんどの
企業が昇級に（5 社中 4 社）、半数以上が昇給に（3 社、JB 社、JC 社、JE 社）反映している。
なお賞与に反映するのは JC 社 1 社のみである。 
 







いは 2 回で、目標管理制度が用いられ、その結果は賞与に反映される。④能力評価は年 1 回
で、行動プロセス評価か目標管理制度が用いられ、評価結果は昇級に反映される。⑤さらに
両者を合わせた評価結果が昇給に反映される。 
 この典型例は、JG 社である。 
 評価制度（JG 社） 








JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社
非管理職 業績 業績、能力 業績、能力 業績 業績、能力 業績、能力 業績、能力
管理職 業績 業績、能力 業績、能力 業績 業績、能力 業績 業績、能力
1回 2回 1回 1回 2回 2回 1回


















































































































図表 III 1-1-6 評価制度（日本） 
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分析する（図表 III 1-1-7）。 
同図表の「賃金の構成要素」をみると全社が（7 社中 7 社）基本給と賞与で賃金を構成し
ている。つぎに「基本給の決め方」をみると、非管理職ではほとんどの企業が（7 社中 6 社）
職能等級に対応する範囲給を用いている。ただしこのうち JA 社は、役割等級に対応する範
囲給も併用している。これに対して管理職の基本給には、役割等級に対応する範囲給を用い
る企業（7 社中 4 社、JA 社、JC 社、JE 社、JG 社）と、役割等級に対応する単一給を用いる
企業（3 社、JB 社、JD 社、JF 社）がある。 
「賞与の決め方」をみると、非管理職の賞与は、不明の 3 社を除くほとんどの企業におい
て（4 社中 3 社、JC 社、JD 社、JE 社）、個人業績反映部分と事業業績反映部分、等級に応
じた基本賞与部分から構成されている。それ以外の JB 社は事業業績と個人業績のみから構
成される賞与制度をとっている。管理職の賞与も同様であり、不明の 3 社を除くほとんどの
企業は（4 社中 3 社、JB 社、JC 社、JD 社）、個人業績反映部分と事業業績反映部分、等級
に応じた基本賞与部分からなる賞与制度をとり、それ以外の JE 社は個人業績のみからなる
賞与制度である。 
「昇給の方法」をみると、不明 2 社を除くと、半数以上の企業が（5 社中 3 社、JB 社、JC
社、JD 社）等級毎に昇給レンジを設定し、業績評価と能力評価の総合点に基づいて、昇給





社が（5 社中 5 社）社員格付け制度の最下位等級に対応する給与としている。これに対して、










JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社




















































































































































































































ほぼ同じ等級にも関わらず、学士より給与水準が高い。この典型例は JE 社である。 
 










第 5 節 教育訓練 
企業内の教育訓練については、①入社 1 年目～3 年目の新入社員、②その他の非管理職、
③管理職というキャリア段階別にみる。なお、教育訓練は OJT と Off-JT から構成されるが、
OJT は新入社員を対象とした計画的 OJT から把握する。Off-JT は全社的な研修体系を把握
するとの目的から、全社員を対象とした階層別研修に焦点を当て、各キャリア段階で、①い
くつの研修があり（「研修の数」）、②どのような内容でどの程度の期間行われるか（「研修内




らえ、各研修に①～㊾の識別番号を振っている（図表 III 1-1-8）。 
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まず「1 年目～3 年目」の新入社員をみると、計画的 OJT として、不明 3 社を除くほとん
どの企業が（4 社中 3 社、JB 社、JD 社、JF 社）新入社員に専属の指導員をつけ一対一で指
導しており、その期間は最短で 3 カ月（JF 社）最長で 2 年（JB 社）と長期にわたる。この
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員研修」をみると、不明の 3 社を除く全社が（4 社中 4 社、JC 社、JD 社、JF 社、JG 社）実
施しており、図表には 4 事例が掲載されている（事例①～④）。不明の 1 事例（②）を除き、
研修内容は社会人としてのビジネスマナーを学ぶ研修と（3 事例中 3 事例、②③④）、自社
の事業理解のための研修（2 事例、③④）からなる。期間は不明の 1 事例（③）を除き、最
短で 2 週間（②）最長で 3 カ月（④）とばらつきがあるが、比較的長期に渡っている。 
 「それ以外の研修」をみると、全社が（7 社中 7 社）何らかの研修を行っており、「研修
の数」は計 14 事例で（事例⑤～⑱）、平均して 2.0 回（標準偏差 0.8）行われる。その内容
をみると、不明の 3 事例（⑯⑰⑱）を除き、論理的思考力や企画力などのビジネススキルに
関する研修（11 事例中 5 事例、⑤⑥⑦⑧⑨）と、これまでの業務内容を振り返り自身の課
題を整理する研修（5 事例、⑪⑫⑬⑭⑮）が大半を占めており、そのほかヒューマンスキル
に関する研修が一部みられる（⑩）。期間は不明 4 事例（⑫⑯⑰⑱）を除き、ほとんどが（10
事例中 9 事例）2 日間と短期である。 
 つぎに「その他の非管理職」の階層別研修をみると、不明 2 社（JB 社、JC 社）を除き全
社が（5 社中 5 社）複数の研修を行っている。「研修の数」をみると計 24 事例であり（事例
⑲～㊷）、平均して 4.8 回（標準偏差 2.7）行われる。研修内容をみると、不明の 2 事例（㊶








（（3 事例中 3 事例、㊳㊴㊵）Human Assessment と呼ばれる職務適性を評価するための研修
である。なお、研修期間はほとんどが（24 事例中 23 事例）2 日間と短期である。 
 管理職の Off-JT をみると、不明 2 社（JB 社、JC 社）を除いて階層別研修を行っていない
企業（5 社中 3 社、JA 社、JE 社、JG 社）と研修を行っている企業（2 社、JD 社、JF 社）が
混在している。「研修の数」をみると計 7 事例であり（㊸～㊾）、研修のない企業も含めて平
均すると 1.4 回（標準偏差 2.2）行われる。内容をみると、不明の 3 事例（㊼㊽㊾）を除き、
全ての研修が昇進直後の社員を対象として、評価面談の方法や組織運営方法などについて
学ぶマネジメントスキルに関する研修であり（5 事例中 5 事例、㊸㊹㊺㊻）、期間は全て（7
                                                        
93 同社では社員格付け制度の最下位等級とその 1 つ上の等級（I 等級と II 等級）を、こうした計画的 OJT
の対象者としている。各等級の平均在級年数は、I 等級が 5 年、II 等級が 3~4 年である。 
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事例中 7 事例）2 日間と短期である。 
 以上から、教育訓練についてはつぎの特徴が指摘できる。 
まず 1 年目〜3 年目の新入社員に対しては、①OJT と新入社員研修にくわえ平均 2.0 回研
修が行われる。その内容をみると、②OJT として 3 ヶ月〜2 年と長期にわたって専属の指導





を習得するための研修が平均して 4.8 回行われる。⑥管理職に対しては、2 日間にわたって
マネジメントスキルを習得するための研修が、平均 1.4 回行われる。 
 以上の各キャリア段階の平均研修数と研修期間を踏まえると、⑦教育訓練は新入社員と
非管理職に集中している。この典型例として、JF 社、JA 社、JD 社の事例をみる。 
 


















































図表 III 1-1-9 新入社員の教育訓練（JF 社） 
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 その他の非管理職に対する教育訓練（JA 社） 
階層別研修は 3 年目、5 年


















 管理職に対する教育訓練（JD 社） 
 管理職に対しては、新任基幹職研修と新任チーム長研修という 2 つの階層別研修を
行っている。前者は、評価面談の方法や、基幹職として期待される役割、経営戦略、
経営理念について再確認し、組織運営について学ぶもので、半日研修 2 回と 1 泊 2 日
研修 1 回から構成される。後者は組織運営や職場管理について学ぶ 2 日間の研修であ
る。 
 
































同図表の「募集対象」をみると、全社（7 社中 7 社）が学士と修士を対象としているが、
専攻を特別に定めている企業はない（7 社中 7 社）。「採用方法」をみると社内の他部門から
選ぶ企業（2 社、JA 社、JF 社）を除き、管理スタッフ職として採用した者のなかから人事













 人事部門特有の評価・賃金制度の有無を確認する（図表 III 1-1-12）。 
 
 同図表が示す通り、人事部門の評価・賃金制度は、全社的な評価・賃金制度に従っている





述の「第 5 節 教育訓練」と同様に分析する（図表 III 1-1-13）。 
 同図表の「研修の有無」をみると、不明 1 社（JC 社）を除き、多くの企業が（6 社中 4 社、
JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社
学歴 学士・修士 学士・修士 学士・修士 学士・修士 学士・修士 学士・修士 学士・修士






















図表 III 1-1-11 人事スタッフの採用（日本） 
JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社
特有の評価・
賃金の有無
なし なし なし なし なし なし なし
図表 III 1-1-12 人事部の評価・賃金制度（日本） 
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JB 社、JD 社、JF 社、JG 社）人事スタッフを対象に研修を行っており、同図表に計 9 事例
（事例①～⑨）掲載されていることから、研修を行わない企業を含め、平均すると 1.5 回（標




期間は不明の 3 事例（④⑤⑧）を除き、3 日と短期のものが多いが（6 事例中 4 事例、①②
③⑨）、3 カ月と長期にわたるものも一部みられる（2 事例、⑥⑦）。 
 
 以上のように、人事部は①配属直後の社員と若手社員に対して、②人事の基礎知識を学ぶ
ための研修と、人事の最新トレンドを学ぶ研修を提供している。この典型例は JG 社である。 
 
 人事スタッフの教育訓練（JG 社） 
同社は非管理職層を I～V の 5 つの等級に格付けており、等級別に以下のような教
育を行っている。I・II 級は、等級別の能力定義書に基づいて、上司が社員の特性をみ






JA社 JB社 JC社 JD社 JE社 JF社 JG社





























































図表 III 1-1-13 人事部の教育訓練（日本） 
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新入社員研修は 2 週間〜3 ヶ月と長
期にわたり、ビジネスマナーや自社の事業内容などについて学ぶ。これにくわえ、2 日間と
短期のビジネススキル関連の研修と、業務経験を振り返り自身の課題を整理する研修を平
均 2.0 回受講する。 
 「その他の非管理職」は、2 日間のビジネススキル研修とマネジメントスキル研修を、平







































































図表 III 1-1-18 人事部の人事管理の特徴（日本） 
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第 2 部 フランスの人事管理 









この分析手順にそって、以下の第 1 章ではフランス企業 7 社の事例分析を行い、第 2 章
ではそのなかの FG 社の人事管理について詳しくみる。これらを踏まえて、第 3 章でフラン
ス型人事管理の特徴を整理する。 
 
第 1 章 複数事例からみるフランスの人事管理 








 「業種」は、メーカー3 社、ガス事業者 1 社、小売業 1 社、通信業 1 社、保険業 1 社であ
る。「従業員数」をみると全社が 1,500 人以上である。 
  
FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社
産業 メーカー メーカー メーカー ガス 小売業 通信 保険業
従業員数 200,000人 9,200人 102,400人 1,875人 329,000人 21,000人 1,500人
図表 III 2-1- 1 フランス 人事管理調査 
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第 2 節 社員区分制度と社員格付け制度 
社員区分制度は、①社員をどのような基準（「区分の基準」）に基づいて、②いくつのグル
ープ（「区分の数」）に分類するかという点からみる（図表 III 2-1-294）。 
  




と「区分の内訳」をみると、全社が（7 社中 7 社）社員を基幹職であるカードル（Cadre）と




付け等級」）をみる（図表 III 2-1-3）。 
                                                        
94 なお参考情報として、「区分の内訳」も掲載する。 




































まず非カードルの「格付けの基準」をみると、全企業（7 社中 7 社）が役割等級95を用い
ている。「等級数」をみると、ほとんどの企業（6 社）が非カードルを、事務職やブルーカラ
ー、営業職といった現場で実務を担当する職層（Employé）と現場で指揮・監督を行う職層
（Agent de Maîtrise）の 2 つの職層に大別しており、両職層を合わせた等級数は、不明の FA
社を除き、平均で 5.5 等級（標準偏差 2.6）である。なお、本研究では前者を「事務・現業
スタッフ職層」、後者を「事務・現業スタッフ監督職層」と呼ぶこととする。 
 カードルは、非管理職と管理職から構成される。両者の「格付けの基準」をみると、全社
（7 社中 7 社）が非管理職・管理職の両者に役割等級を用いている。「等級数」は、非管理
職が平均 2.2 等級（標準偏差 0.8）、管理職が平均 3.7 等級（標準偏差 2.0）であり、両者を合





FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社













































格付けの基準 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級
等級数 3等級 2等級 3等級 不明 2等級 2等級 1等級
格付けの基準 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級 役割等級
等級数 6等級 4等級 6等級 不明 2等級 2等級 2等級

































































図表 III 2-1-3 社員格付け制度（フランス） 
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わせた等級数は平均 6.1 等級（標準偏差 2.5）である。また、非カードルとカードルを合わ
せた、社員全体の等級数は平均 11.2 等級（標準偏差 4.6）である。 
 「新卒者の初任格付け」96について、まず全社のデータがある修士（Bac+4,5）をみると、
多くの企業（7 社中 5 社）が、カードルの最下位等級に初任格付けしているが、FA 社と FF
社のように、最下位等級あるいはその 1 つ上の等級に初任格付けするという企業もある。学
士（Bac+3）の初任格付けについては、不明の FA 社・FC 社と、学士を採用していない FG
社を除く 4 社（FB 社、FD 社、FE 社、FF 社）が回答企業である。この 4 社の学士と修士の
初任格付け等級を比較すると、ほとんどの企業が（4 社中 3 社、FD 社、FE 社、FF 社）学士




タッフ監督職層という 2 つの職層に区分され、両者を合わせた等級数は平均 5.5 等級であ
る。これに対しカードルは、非管理職と管理職の職層に区分され、等級数は非管理職が平均
2.2 等級、管理職が平均 3.7 等級である（カードル全体では平均 6.1 等級）。なお非カードル
とカードルを合わせた社員全体の等級数は平均 11.2 等級である。 
新卒者の初任格付け等級は、学士が非カードルの事務・現業スタッフ監督職層に対応する
等級、修士がカードルの最下位等級である。 
この典型例は FE 社である。 
 
 社員格付け制度（FE 社） 
同社の社員格付け制度は役割等級制度の形態をとり（図表 附 III 2-1-4）、食品
小売・卸売業の労働協約に従い、非カードルを 2～6 の 5 等級、カードルを 7～9+
の 4 等級に分類している。 
非カードルは事務職や店舗スタッフなどの事務・現業スタッフ職層（Employé）
と、売り場責任者や、店舗のラインマネジャーといった管理業務を担う事務・現業
スタッフ監督職層（Agent de Maîtrise）という 2 つの職層に大別され、前者は 2～4
等級、後者は 5～6 等級のなかのいずれかの等級に格付けられる。 
                                                        

















































図表 III 2-1-4 社員格付け制度（FE 社） 
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第 3 節 評価制度 
評価制度の特徴は、上司が①何を基準に（「評価基準」）、②どの程度の頻度で（「評価回
数」）、③どのような方法を用いて評価し（「評価方法」）、④その結果を何に反映させるか（「評
価結果の反映方法」）という面から分析する（図表 III 2-1-597）。 
 
まず同図表の「評価基準」をみると、半数以上の企業が（7 社中 4 社）業績と能力の両方
を評価しており、業績のみ（2 社、JA 社、JD 社）や能力のみ（1 社、FG 社）の企業は一部
である。以下では、これらの評価基準別に分析する。 
 業績評価の「評価回数」をみると、業績評価を行わない 1 社（FE 社）を除き、年 1 回の
企業がほとんどであり（6 社中 5 社）、全社が（6 社中 6 社）目標管理制度を採用している。
「評価結果の反映」をみると、ほとんどの企業が賞与に（6 社中 5 社）、半数の企業が昇給
に（3 社、FA 社、FB 社、FF 社）反映している。なお昇級に反映するのは 1 社（FE 社）の
みである。 
                                                        
97 参考情報として「評価手順」も掲載する。 
FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社
業績 業績、能力 業績、能力 能力 業績、能力 業績、能力 業績
1回 1回 1回 1回 2回 1回




























昇給 昇給、賞与 賞与 昇級、賞与 賞与、昇給 賞与



























































図表 III 2-1-5 評価制度（フランス） 
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 能力評価の「評価回数」をみると、能力評価を行わない 2 社（FA 社、FG 社）を除くほと
んどの企業（5 社中 4 社）が年 1 回実施している。「評価方法」には、目標管理制度（5 社中
3 社、FC 社、FD 社、FE 社）と、行動プロセス評価（2 社、FB 社、FF 社）のいずれかが用
いられている。「評価結果の反映」をみると、全社（5 社中 5 社）が賞与に、ほとんどの企
業が能力開発（4 社、FB 社、FC 社、FD 社、FF 社）と昇給（3 社、FB 社、FC 社、FD 社）

























「賃金の構成要素」をみると全社（7 社中 7 社）で、賃金は基本給と賞与から構成されて
いる。 
まず「基本給制度」をみると、不明 3 社を除くほとんどの企業（4 社中 3 社）が等級別の























































































































































































金レンジを設定している企業は 1 社のみである。 
つぎにこの基本給制度のもとで、賃金がどのように決められているかをみたい。まず中途















（5 中 4 社）が、①市場価格と現行給与の差（4 社中 3 社）と、②総合的な評価結果（4 社
中 4 社）に基づき、昇給額を決めている。これにくわえ、同一等級内の平均基本給額と現行
給与との差（4 社中 2 社）を考慮する企業もある。ただし、FD 社のように等級毎に賃金レ
ンジを設け、その範囲内で評価結果に基づき昇給させる企業は 1 社のみである。 
「賞与の決め方」をみると、賞与は不明の 1 社を除く全社（6 社中 6 社）が非管理職と管
理職に同一の制度を用いており、個人成果反映部分のみで構成される企業（3 社、FB 社、
FD 社、FG 社）と、個人成果反映部分と企業業績反映部分から構成される企業（3 社、FA
社、FE 社、FF 社）がある。なお個人成果反映部分は、多くの企業（6 社中 4 社）が業績評
















この典型例は FF 社である。 
 







 具体的な例として、同社の特定職種の E 等級（カードル）の基本給の分布をみる（図
表 III 2-1-7）。 
 
 





 同図表から、同社の基本給額の設定方法について 4 つの特徴が指摘できる。①指数
図表 III 2-1-7 FF 社における基本給の分布 
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に基づいて、最低で現行給与の 3%、最大で 10%昇給する。 








以上の FF 社の事例にくわえ、新卒者の初任給の決め方として、FA 社の事例をみてお
く。 
 新入社員の初任給の決め方（FA 社） 
新規学卒者のカードルの初任給は、出身の高等教育機関に応じて4段階に分けられ、
最上位の教育機関はグランゼコールの Ecole Politechnique, Ecole Central, HEC, ESCP, 




第 5 節 教育訓練 
教育訓練については、①入社 1 年目～3 年目の新入社員、②その他の非管理職、③管理職
というキャリア段階別にみる。なお、教育訓練は OJT と Off-JT から構成されるが、OJT は




   
まず「1 年目～3 年目」の新入社員を対象とする OJT をみると、ほとんどの企業（7 社中
6 社）が行っておらず、専属の指導員による指導を行うのは FE 社のみである。これに対し
て Off-JT は、FB 社を除くほとんどの企業（7 社中 6 社）が実施しており、同図表には 12 事
例が掲載されている（事例①〜⑫）。まず「研修の数」をみると、実施していない企業も含
FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社




































   歴史や経営理念、製
   品、組織について学
   ぶ（不明）。
③同社の行動指針に




   主催する集合研修を
   通じて、自社の文化、
   事業、課題について
   理解する（2.5日）
⑥各事業部の担当者
   が、自身の所属する
   事業部について説明
   する（14時間）
⑦最低3店舗周り、各店
   舗で様々な仕事を経
   験する（4週間）
⑧自社のCSR活動へ




   体系、戦略などにつ
    いて説明をうけ、20
   人程度の参加者と交
　　流・議論する（1日）
⑪役員から自社の事業
   内容、業績、組織、文
   化等について説明を


























   掲げる行
   動方針に
  ついて学ぶ









   対象とし、チームマネ
   ジメントの基礎を学ぶ
  （4日）
⑮E-learningで管理職
   の役割を学ぶ（期間
   なし）
⑯自社の健康・安全管
   理に関する方針を学
   ぶ（2日）
⑰管理職が一堂に会
    し、自社の課題・戦
   略について社内外の
   講演者と議論・交流
   する（毎年1回、1日）
⑱人事評価の方法や、
   マネジメント方法につ
   いて学ぶ（不明）
⑲10人程度のグループ
   で、特定のマネジメン


































図表 III 2-1-8 教育訓練（フランス） 
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め平均すると 1.7 回行われている（標準偏差 1.0）。「研修方法」をみると、多くの企業（6 社
中 4 社、FA 社、FD 社、FF 社、FG 社）が役員主催の交流会や役員面談を、半数が現場実習
や現場見学（3 社、FA 社、FE 社、FF 社）、講義形式の研修（3 社、FC 社、FE 社、FE 社）
を行っている。このほか E-learning を取り入れている企業が一部みられる（2 社、FA 社、FD
社）。「研修の内容」をみると、ほとんど（12 事例中 11 事例）が自社の事業内容や事業戦略、
組織体制、歴史、企業文化といった仕事の仕方スキルに関するものであり、マネジメントス
キルに関する研修は 1 事例のみである（⑫）。研修期間は不明 4 事例（②③④⑧）を除き、
1 日～2 日と短期のものが中心であり（7 事例中 5 事例、⑤⑥⑨⑩⑪）、それ以上の長期にわ
たるものはまれである（①⑦）。 
「その他の非管理職」をみると、不明の 1 社を除くほとんどの企業（6 社中 5 社）が階層
別研修を行っておらず、FB 社のように定期的に研修を行う企業はまれである。 
「管理職」への研修をみると、階層別研修を行っていない企業（7 社中 4 社）と行ってい
る企業があり、両者を合わせて平均 0.9 回（標準偏差 1.5）研修が行われる。その内容をみ
ると、チームマネジメントや人事評価といった管理職として必要な知識を身に着けるため
の研修（6 事例中 4 事例）と、管理職が一堂に会し、自社の経営課題や戦略について議論す
るための研修（2 事例、⑰⑲）がある。研修期間は、不明 1 事例（⑱）と E-learning の 1 事
例（⑮）を除き、ほとんど（4 事例中 3 事例）が半日～2 日以内である。 
以上の分析から、いずれのキャリア段階でも階層別研修は限られ、訓練はもっぱら個別に
提供されるといえる。そこで個別研修の提供方法をみると（図表 III 2-1-9）、不明の 2 社（FA
社、FB 社）を除く全社が（5 社中 5 社）評価面談で明らかとなった能力課題と今後のキャ
リア見通しなどを勘案して個別に行っている。 
 
 こうした研修の実施方法について FD 社の事例をみておく。 





































③新入社員には OJT による教育は行われず、Off-JT の階層別研修は 1 日～2 日程度の役員
主催の交流会と現場見学が平均 2.0 回行われるのみである。また④管理職の階層別研修につ
いては、人事評価等のマネジメント関連の研修や、管理職が一堂に会し自社の課題や戦略に
ついて議論するための研修が平均 0.9 回行われるにとどまる。 
この典型例として FF 社の事例をみる。 
 
 教育訓練（FF 社） 
同社の教育訓練
































































るか（「採用方法」）をみる。なお、「募集対象」は学歴と専攻からなる（図表 III 2-1-11）。 
 
同図表の「募集対象」をみると、新入社員を採用しない FD 社を除き、全社（6 社中 6
社）が人事管理あるいは経営学を専攻した修士を募集対象としている。 
「採用方法」をみると、新卒採用を行っていない FD 社を除き、自社の人事部のインター
ンシップ生から採用する企業（6 社中 3 社、FA 社、FB 社、FE 社）と、人事スタッフ職の公










 人事部門特有の評価・賃金制度の有無を確認する（図表 III 2-1-12）。 
 
FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社
特有の評価・
賃金の有無
なし なし なし なし なし なし なし
図表 III 2-1-12 人事部の評価・賃金制度（フランス） 
FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社





















































 まず「研修の有無」をみると、多くの企業（7 社中 5 社、FA 社、FC 社、FD 社、FE 社、
FF 社）が人事スタッフを対象に研修を行っている。同図表には 10 事例（①～⑩）が掲載さ
れており、研修を行わない企業も含め平均して 1.4 回（標準偏差 1.3）研修が行われる。つ
ぎに「対象者」をみると、研修を行わない 2 社を除く全社（5 社中 5 社）が人事部配属直後
の新入社員に対して、半数以上の企業（3 社、FA 社、FD 社、FE 社）が人事課長や人事部長
といった上級役職に対して研修を行っている。研修内容は、仕事の仕方スキル（①～⑥）と、
テクニカルスキル（⑦～⑩）からなる。前者は全て（6 事例中 6 事例）新入社員を対象とし
たものであり、自社の人事制度や人事方針、安全衛生といった、自社特有の制度や仕事の仕
方について学ぶものである。期間は不明の 3 事例を除き、5.5 時間～1 日（①、②）と短期
間である。後者のテクニカルスキルは、全て（4 事例中 4 事例）人事課長や人事部長を対象
としており、特定の人事機能や自社の人事課題について学ぶものである。期間は不明の 2 事





FA社 FB社 FC社 FD社 FE社 FF社 FG社























































































て、人事の専門性を高めるための研修を行う企業もある。この典型例は FE 社である。 
 













第 2 章 個別事例からみるフランスの人事管理 





2015 年度の従業員数は国内外合わせて約 1,500 人、フランス国内では約 800 人である。 
 
第 1 節 社員区分制度と社員格付け制度 





非カードルは、Class 1 から 4 の 4 等級からなる。カ
ードルは Class 5 から 7 の 3 等級からなり、Class 5 は





卒に相当する者（Bac+ 3,4,5）は、Class 5 に初任格付けされることとなっているが、高学歴
化により現在 Class 5 に格付けされる新卒者のほとんどが修士卒（Bac＋5）である。 





                                                        
98 FG 社の事例はつぎの複数の聴き取り調査に基づき作成した。 
・人材育成部門 責任者（Responsable du Développement des Ressources Humaines）2014 年 11 月 25 日 
実施。 
・人事企画・グローバル人事責任者（Responsable Pilotage Etudes RH et Mobilité International）2014 年 12 月 
12 日、2016 年 10 月 6 日実施。 
・職務評価 責任者（Responsable de Classificarion et évaluation des postes）2016 年 10 月 7 日実施。 
・企業委員会 責任者（Secrétaire du Comité Européen du Groupe）2016 年 9 月 23 日実施。 
99 FG 社を含め、保険連合に加盟する全保険事業者が遵守すべき人事制度は、労働協約によって規定され
ている。労働協約は毎年その内容を労使協議のもと更新するものであるが、人事管理の基本的枠組みにつ






























① 企業の職務評価責任者（Responsable de Classification et évaluation des postes）が、新設
ポストの職務内容に精通する者にヒアリングし、上述の 5 つの基準に沿った職務記
述書を作成する。 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図表 III 2-2-2 保険連合が協約で定める各等級の定義 
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第 2 節 評価制度 
 評価は目標管理制度による業績評価を年 1 回実施している。評価結果は、賞与に反映され
る。 
 具体的には、1 月から 3 月の間に上司と部下の間で面談を行い、前期の業績評価のフィー




に関わる具体的な内容を掲げることとされている。7 月から 9 月の間に中間面談を行ない、
目標の達成度を確認し、計画に比べて遅れがある場合はその原因をフォローし、優先順位の










 労働協約によって、賞与を除く年間の給与は、①月ごとに支払われる 12 ヶ月分の基本給、



















































                                                        










 これに対してカードルである Class 5〜7 と等級外の賞与は、個別賞与のみから構成され、














修、ディプロム取得、IT 研修、事務研修、新入社員研修、社内情報システム研修の 10 種類
                                                        
102 本節の内容は、同社の人事企画・グローバル人事責任者への 2014 年と 2016 年の 2 度に渡る聴き取り
調査の内容と、同氏から頂いた従業員委員会への報告資料である 2015 年度の訓練概要（Commission 
Formation du 8 décembre 2014）に基づき作成している。なお、同報告書がフランス国内の従業員約 800 人
を対象として作成されていることから、特別の記載のない限り、同節では 2015 年度のフランス国内の従















　　　　du 8 décembre 2014の情報に基づき筆者作成
図表 III 2-2-3 FG 社の研修体系と概要 
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で構成される。各研修の概要は図表 III 2-2-3 の通りである。 
 














 Club des Manager 研修： 





















② 2015 年度の訓練実態 







 2015 年度の訓練実績をみると、フランス国内の従業員約 800 人のうち、570 人（71.3％）
が何らかの訓練を受講している。受講者に占める非カードルとカードルの割合をみると、前
者が約 17％、後者が約 82％であり、受講者はカードルに偏っている。なお、同社では等級






















                                                        
103 最終的な訓練比率は、毎年国に報告することが義務づけられている。ただし、具体的な訓練内容や受
講者の内訳などについて申告する必要はない。 
104 同社の 2015 年度の訓練計画資料（Commission Formation du 8 décembre 2014）に基づき筆者が作成し
た。同資料は、人事部が翌年度の訓練計画について従業員委員会に説明するためのものである。 
　　出典：従業員委員会への報告書である、同社の2015年度の訓練計画をまとめた






























教材と 16 種類の研修からなる。 
 教材の概要は図表 III 2-2-5の示す通りであ











 研修の概要は図表 III 2-2-6 の通りであり、
マネジメント業務全般、評価、人材育成、チ
ームマネジメントに関するものからなる。い
ずれの研修も 最低 8 人から最大 12 人で行うグループワークである。このうち、全管理職必
修の研修は前述の Club des Managers 研修のみであり、その他は全て選択・選抜型の研修で
ある。 
 さらに対象者を限定している研修として、Réussir sa première expérience de Management と




                                                        
































図表 III 2-2-6 管理職を対象とした研修の概要（FG 社） 
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級数は非管理職が平均 2.2 等級、管理職が平均 3.7 等級である。 
「新卒者の初任格付け」をみると、学士は非カードルの事務・現業スタッフ監督職層に対
応する等級に、修士はカードルの最下位等級に初任格付けされる。 





第 2 節 評価制度（図表 III 2-3-2） 
「評価基準」をみると、非管理職、管理職によらず業績評価と能力評価が行われる。業績































































































































教育は行われず、1 日～2 日程度の役員主催の交流会と現場見学が平均 2.0 回行われるのみ
である。また管理職には、人事評価等のマネジメント関連の研修や、管理職が一堂に会し自































































30 歳未満の割合は 11.4％、30 歳









未満では 10.3%、30 歳未満では 20.2%
である（2014a, p.19）。つぎに 2014 年の
学歴構成をみると（図表 参考-2）、短大卒に相当する Bac+2 が 37.6%と最も多く、次いで学
部卒に相当する Bac+3 と修士 1 年に相当する Bac+4 が合わせて 23.0％、修士 2 年卒に相当
する Bac+5 以上が 20.6%である。これを 10 年前の 2004 年と比較すると、Bac+2 は 46.3％か
ら 37.6%へ減少し、代わりに Bac+3/4 が 15.7％から 23.0％、Bac+5 が 16.4%から 20.6%に増
加している（2014a, p.20）。 
                                                        
106 本節の内容は、保険連合の訓練実態調査団体である Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance
の責任者への聞取り調査（2016 年 10 月 12 日実施）と、同団体が発行している以下 3 つの訓練実態調査
レポートに基づいてまとめる。 
・Rapport ROMA ROFA 2015（以下、2014a） 
・Rapport ROFA 2015（以下、2014b） 
・Métier de l’assurance 14. Ressources humaines（以下、2014c） http://www.metiers-assurance.org/metiers-de-
lassurance-4/14-ressources-humaines/（2016 年 11 月１日確認） 
107 なお見習い生として働く従業員は除外している。 
出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance (2014a)












図表 参考-1 保険事業者全体の人員構成 











 出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance
 (2014a) Rapport ROMA ROFA 2015 p.20を参考に筆者作成




 2014 年度の訓練受講者比率は 78.4％であり(2014a, p.45)、多くの従業員が何らかの訓練を
受けているといえる。 
 訓練時間の内訳をみると（図表 参考-3）、1 日未満が 15.4％、1 日が 51.4％、2 日が 17.4%、









-4）、30 歳未満 89.5％、30 歳
〜39 歳 80.9％、40 歳〜49 歳
79.6％、50 歳〜59 歳 72.8%、
60 歳以上 62.9％であり、30 歳
未満の受講者比率が最も高
い。これは、保険商品の販売に関する研修を全新入社員に実施することが業界で義務づけら
れていることが主な要因であり、30 歳未満が受講する研修の実に 3 分の 1 がこの販売研修
である（2014a, pp.51-52）。 







     出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance (2014a) Rapport ROMA ROFA 2015  p.55を参考に筆者作成
1時間〜数時間, 15.4% 1日, 51.4% 2日, 17.4% 3日, 8.8% 4日〜１週間, 4.5%
１週間以上, 2.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
訓練時間別の研修内訳
図表 参考-3 訓練時間別の研修内訳 
     出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance (2014a)




































































図表 参考-5 総訓練時間の訓練内容構成 
1位 2位 3位
非カードル 保険関連知識（45.5％） 販売・マーケティング（23.5％) 事務(10.3％)
カードル 保険関連知識（23.9％） マネジメント（15.9％） IT(10.3%）
  出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance (2014b)
           Rapport ROFA 2015 p.95 を参考に筆者作成













果の評価・フォローなどを行う。⑤安全衛生は、従業員の健康管理などを行う。   
 人事スタッフに占める新規配属者の割合を人事機能別にみると（図表 参考-8）、人事実務
14.4％、雇用管理 17.1％、人事企画 24.3％、教育 12.6％、安全衛生 10.3％であり、いずれの






人事実務は 40％、雇用管理は 48％、人事企画は 64％、教育は 64％、安全衛生は 72％であ
り、人事スタッフの異動の 4 割から 7 割が人事部内の異動である。 
                                                        





出典：Observatoire de l'Evolution des
Métiers de l'Assurance (2014b)
Rapport ROFA 2015 p.113 を参考に筆者作成






















人事実務 雇用管理 人事企画 教育 安全衛生
新規配属者
（うち人事経験者）
14.4％ （17％） 17.1％　（67％） 24.3％　（80％） 12.6％　（16％） 10.3％　（18％）
異動者
（うち人事経験者）
14.9％　（40％） 14.6%　（48％） 31.4％　（64％） 15.5％　（64％） 6.0％　（72％）
注： 　図表中の％は全て、無期雇用者に占める割合を示している。
出典：Observatoire de l'Evolution des Métiers de l'Assurance (2014c)　を参考に筆者作成




















第 1 部 企業内養成訓練の日仏比較109 
 「第 II 編 日仏の企業内養成訓練の特徴」において、「就業 1 年目調査」「初期キャリア調
査」「課長職調査」の調査結果に基づき、両国の企業内養成訓練の特徴を明らかにした。本




第 1 章 各キャリア段階の「仕事の重要度」と「訓練内容」の特徴 
第 1 節 就職以前110 
両国の就職以前の教
育経験と実務経験の特


















 つぎに 1 年目に求められる能力をみると（図表 IV 1-1-2）、日本は就業 1 年目からビジネ
                                                        
109 本部は「初期キャリア調査」の調査結果に基づき執筆した下記の論文の内容を、追加調査（「就業 1 年
目調査」「課長職調査」）の分析を踏まえて加筆・修正したものである。 
関家ちさと(2015) 「<<査読付き論文>> 企業内教育の日仏比較―人事スタッフの企業内養成訓練から見る」
日仏経営学会『日仏経営学会誌』第 32 号, pp.47-59 































































第 2 節 就業 1 年目〜10 年目111 
① 「仕事の重要度」 




平均 1.3 機能担当し、「定型的な事務作業」レベルで（1.2 点）、担当職レベル（1.3 点）の「難
易度」の仕事を、上司や先輩の指示のもと行う（1.2 点）。5 年目には平均 2.6 機能担当し、
「定型的な事務作業」から「現状分析・企画業務」レベルで（1.6 点）、担当職～係長層レベ





                                                        
111 本節で用いるデータは、「初期キャリア調査」の聴取調査から得られた分析結果に基づいている。 
（職群） （作業） （職群） （作業） （職群） （作業）
日本 1.3 1.2 1.3 1.2 2.6 1.6 1.5 1.9 2.5 3.0 2.1 3.3



















具体的には、1 年目は平均 1.0 機能と特定機能に特化して、「定型的な事務作業」レベル～
「現状分析・企画業務」レベルで（1.4 点）、担当職レベル（1.3 点）の「難易度」の仕事を、
独力で遂行する（2.0 点）。5 年目には、平均 1.5 機能担当し、「現状分析・企画業務」レベル
～「方針策定」レベルで（2.4 点）、係長層レベル（1.8 点）の「難易度」の仕事において、

















「訓練内容」は、OJT と Off-JT から構成され、両国の OJT の特徴は図表 IV 1-1-4 のとお
りである。 
同図表が示すように、日本では 1 年目〜5 年目にかけて、先輩や上司から指導があり、ビ
ジネススキルと仕事の仕方スキルを習得する。これにくわえ、人事スタッフ自らも学び、ビ
ジネススキルを習得する。6 年目～10 年目にかけても、上司から指導があり、1 年目～5 年
目に比べ、より応用的なビジネススキルと仕事の仕方スキルを習得する。 








 つぎに Off-JT をみると（図表 IV 1-1-5）、日本は 1 年目～5 年目にかけて、階層別研修と
して 1 カ月～3 カ月と長期にわたる新入社員研修と、短期のビジネススキル研修を受講し、
ビジネススキルを習得する。これにくわえ、人事スタッフを対象とした専門研修も受講し、
人事の専門知識や、自社の人事制度について学び、人事のテクニカルスキルと仕事の仕方ス
キルを習得する。さらに 6 年目～10 年目にも引き続き専門研修や階層別研修があり、これ
にくわえて選抜型研修も受講する。これによって、人事の応用的なテクニカルスキルと、応
用的なビジネススキルを習得する。 
























   ビジネススキルを習得
●特定業務の遂行において必要なテクニカル
   スキルや仕事の仕方スキルが欠けている場合
   に限って、上司・先輩、社外の専門家から指導





   短期のビジネススキル研修を通して、ビジネス
　 スキルを習得
●専門研修：人事管理全般の理論や、










   スキルが欠けている場合に限って行う






第 3 節 人事課長在任時112 
 こうした企業内養成訓練を経て、両国とも人事一貫型あるいは他職種経験型のいずれか
のキャリアをたどり、日本は平均 17.5 年目に、フランスは平均 8.0 年目に人事課長に昇進
する。 
両国の人事課長の「仕事の重要






















第 2 章 両国の企業内養成訓練の特徴 
 以上の比較分析に基づき、両国の人事スタッフのキャリアパターンを、人事部内の一般的
な組織形態のうえに示したのが図表 IV 1-1-7 である。 

























段階的な「仕事の重要度」の高度化と手厚い OJT、Off-JT によって多能的な人材に育成する。 
これに対してフランスは、在学中の個人による養成訓練を前提として、即戦力となる人材
を採用し、養成訓練期には狭い範囲の業務のなかで能力を高め、仕事を高度化させるという






図表 IV 1-1-8 のようにモデル化できる。同図表は横軸に「仕事の深さ」115、縦軸に「仕事の
幅」116をとる。実線が日本、点線がフランスの「仕事の重要度」を示しており、前者は原点





                                                        
115 「仕事の深さ」の指標には、両国の違いが顕著に表れている「裁量度」の指標を用いた。同図表のデ
ータは、本章第 2 節の図表 IV 1-1-3 で示した「裁量度」の数値を小数点第一位で四捨五入し、算出したも
のである。 
























































 最後に「仕事の深さ」に注目すると、日本の 5 年目とフランスの 1 年目、同じく 10 年目



























図表 IV 1-1-8 「仕事の重要度」の変化（日仏） 
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第 2 部 人事管理の日仏比較117 






第 1 章 社員格付け制度と社員区分制度 
 
図表 IV 2-1-1 が示すように、日本は社員を異動の地域的範囲（具体的には、転勤の有無）
に基づいて総合職と一般職の 2 つに区分している。総合職の社員格付け制度をみると、非管












                                                        
117 本部は「初期キャリア調査」の調査結果に基づき執筆した下記の論文の内容を、追加調査（「就業 1 年
目調査」「課長職調査」）の分析を踏まえて加筆・修正したものである。 
関家ちさと(2016) 「<<査読付き論文>> 人材育成・活用方針が決める人事管理の構造―日仏比較を通して






































                                                        
118 全 7 社で各職層の等級数の平均値を算出し（非管理職 4.4、管理職 4.0）、小数点第一位を四捨五入し
た。 






















業スタッフ監督職層に、企画業務を担当する総合職 3～4 等級がカードルの 1～2 等級に、
課長に対応する総合職 5～6 等級がカードルの 3～4 等級に、部長に対応する総合職 7～8 等
級がカードルの 5～6 等級に対応すると考えられる。 
 











                                                        
119 非管理職と管理職の等級の内訳が不明の FD 社を除く全 6 社で、各職層の等級数の平均値を算出し














































第 3 章 賃金制度 
 
































































































第 4 章 教育訓練 
 
図表 IV 2-1-5 から、日本の教育訓練（OJT と Off-JT）をキャリア段階別にみると、つぎの
ような特徴がある。なお、Off-JT は一律・必須の研修である階層別研修から把握する。まず
「入社 1 年目〜3 年目の新入社員」に対しては、3 ヶ月〜2 年と長期にわたって専属の指導
員による指導（OJT）が行われる。Off-JT は、2 週間〜3 ヶ月の新入社員研修に加えて、2 日
程度の短期研修が平均 2.0 回行われ、主にビジネススキルについて学ぶ。「その他の非管理
職」に対しては、2 日間のビジネススキル研修とマネジメントスキル研修が平均 4.8 回行わ
れる。さらに「管理職」に対しても、2 日間のマネジメントスキル研修が平均 1.4 回行われ
る。なお、研修の数と期間を踏まえると、階層別研修は新入社員と非管理職に集中しており、
その内容はビジネススキルが中心である。 
つぎにフランスをみると、「入社 1 年目〜3 年目の新入社員」に対し、OJT による教育は














































第 5 節 人事スタッフの人事管理 
 

































































































































第 3 部 結論～研究の成果と課題 
第 1 章 日仏の企業内養成訓練の強みと弱み 































































































   ばらつきが大きい。
●専門職型の人材育成であるため、急な欠員に対応しにくい。
●現場経験のないまま専門職化させるため、現場の実態や部門全体を





図表 IV 3-1-2 フランス型企業内養成訓練の強みと弱み 
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第 1 節 本研究の貢献 
① 研究上の貢献 



































第 2 節 本研究の課題 
① 調査研究の方法上の課題 
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